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序     文 
 

ミャンマー連邦社会福祉救済省社会福祉局は1953年に設置され、障害者を含む社会的弱者に対

する各種公的福祉サービスの提供及びボランティア団体等への資金援助を行っている組織ですが、

各ニーズに合った施策立案・サービス提供等が十分に行われていないことから、社会福祉に携わ

る行政官育成を目的とする協力がわが国に対して要請され、2006年度案件として採択されました。 

その後、協力内容をより具体化するためのミャンマー連邦側との協議が行われ、社会福祉行政

全般を協力分野とすることは困難であるため、ろう者の団体やろう学校との協力による標準手話

の策定・普及を社会福祉行政官の育成の足掛かりとすることとなりました。これを踏まえ、社会

福祉救済省社会福祉局をカウンターパート（C/P）機関とし、長期専門家が派遣された2007年12月

から3カ年（2010年12月まで）のプロジェクトとして協力が開始されました。 

プロジェクトでは、ろう者を主体としつつ、行政、ろう学校関係者が協働して標準手話を策定

するとともに、標準手話普及のための教材作成、研修やワークショップを実施しています。また、

この一連のプロセスを通じて、ろう者の社会参加を促進するとともに、行政官が社会的弱者のニ

ーズに適した社会福祉行政を実施するための能力向上を図っています。 

今般、協力期間が半ばを経過したことを踏まえ、本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析

するとともに、今後の展開に向けた活動計画、成果及びプロジェクト目標の再検討を行うため、

2009年11月26日から12月12日にかけて、ミャンマー側関係機関との共同作業により中間レビュー

調査を実施しました。 

本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後の展開に活用されることを願うもの

です。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外関係者の方々に、深く謝意を表するとともに、

引き続き一層のご支援をお願い申し上げます。 

 

平成22年1月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：ミャンマー連邦 案件名：社会福祉行政官育成プロジェクト 

分野：社会保障 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部高等教育・社会保障グ

ループ社会保障課 

協力金額（評価時点）：1億2,133万円 

先方関係機関：社会福祉救済省社会福祉局 協力期間（R/D）： 

 2007年12月～2010年12 月（3年間） 日本側協力機関：全日本ろうあ連盟、厚生労働省

国立障害者リハビリテーションセンター、日本

貿易振興機構アジア経済研究所 

１－１ 協力の背景と概要 

ミャンマー連邦（以下、「ミャンマー」と記す）社会福祉救済省社会福祉局（Department of Social 

Welfare, Ministry of Social Welfare, Relief and Resettlement：DSW）は1953年に設置され、障害者を

含む社会的弱者に対する各種の公的福祉サービスの提供及びボランティア団体等への資金援助

を行っている。しかしながら、さまざまな支援のニーズに合った施策立案・サービス提供等に

ついての充分な対応が行われていないことから社会福祉に携わる行政官育成の協力要請があ

り、2006年度案件として採択された。 

その後、協力内容をより具体化するためのミャンマー側との協議が行われ、社会福祉行政全

般を協力分野とすることは困難であるため、ろう者の団体やろう学校と協力し、ミャンマー手

話1の策定・普及を実施することを社会福祉行政官の育成の足掛かりとすることとなった。これ

を踏まえた本プロジェクトは、DSWをカウンターパート（Counterpart：C/P）機関として、ろう

者を主体としつつ、行政やろう学校関係者が協働してミャンマー手話を策定するとともに、こ

の普及に活用する教材を作成し、同教材を用いたミャンマー手話に関する研修やワークショッ

プを実施している。また、ミャンマー手話策定・普及に係る一連のプロセスを通じて、ろう者

の社会参加を促進するとともに、社会的弱者のニーズに適した社会福祉行政実施能力の向上を

図っている。なお、プロジェクト活動の中核として、社会福祉局職員、ろう学校教員、ろう者

からなるタスクフォースを結成し、ミャンマー手話会話集の作成、当該教材に基づく手話教授

法の習得を行っており、今後はろう者とその家族、手話通訳候補者、ろう学校教師等に対する

ミャンマー手話普及活動が計画されている。 

 

１－２ 協力内容 

 （1）上位目標2 

ヤンゴンとマンダレーにおいてミャンマー手話が普及することで、ろう者の社会参加が

促進される。 

                                                        
1 ミャンマーにおいて、標準的に使用される手話のこと。当初、本プロジェクトにおいては標準手話（Standard Sign Language ：

SSL）を用いていたが、中間レビュー時の際ミャンマー側の意向により、今後、ミャンマー手話（Myanmar Sign Language）と

いう文言を用いることが合意された。 
2 PDM Ver.0の上位目標を評価グリッド作成時に、評価指標に合わせて明確化した。 

 



 

 

 （2）プロジェクト目標3 

社会福祉行政官とろう者コミュニティが共同でミャンマー手話を普及する体制が構築さ

れる。 

 

 （3）成果（アウトプット）4 

成果1：タスクフォースがミャンマー手話教材及び手話研修を評価する技術を習得する。

成果2：ミャンマー手話教材文法編がろう者コミュニティの主導により作成される。 

成果3：タスクフォース、ファシリテーターがミャンマー手話会話集に基づき、手話指導

の技術を習得する。 

成果4：ろう者に関するコミュニティ（一般市民）の意識が向上する。 

 

 （4）投入（中間レビュー時点） 

1）日本側 

長期専門家（業務調整・研修計画）（1名） 

短期専門家 

・ 標準手話教材評価（1名） 

・ 標準手話教材開発（3名） 

・ 標準手話教授法（3名） 

本邦研修 

・ 標準手話及び教材開発（10名） 

・ 標準手話教授法（11名） 

機材 PC、コピー機、デジタルカメラ、ビデオ、DVDプレーヤー等 

在外事業強化費 

運営指導 

2）相手国側 

カウンターパート配置 

専門家執務スペース 

２．評価調査団の概要 

総括/障害者支援 久野 研二 JICA人間開発部 国際協力専門員 

手話教授法 森  壮也 日本貿易振興機構アジア経済研究所 新領域

研究センター貧困削減・社会開発研究グループ

グループ長代理/開発スクール教授/主任研究員

ろう者のエンパワー

メント 

河原 雅浩 （財）全日本ろうあ連盟 本部事務所長補佐 

協力企画 中島 啓祐 JICA人間開発部社会保障課 

調査者 

 

 

 

 

 

 

 

 
評価分析 伊藤 治夫 JCONS国際協力（株）社会開発部 主任コンサ

ルタント 

                                                        
3 PDM Ver.0のプロジェクト目標を評価グリッド作成時に、評価指標に合わせて明確化した。 
4 PDM Ver.0の成果（アウトプット）を評価グリッド作成時に、評価指標に合わせて明確化した。 

 



 

 

手話通訳 小川 加代子 （財）全日本ろうあ連盟 

手話通訳 森本 行雄 社会福祉法人聴力障害者情報文化センター

地域支援部門部長 

 

手話通訳 宮原 麻衣子  

調査期間 2009年11月26日～12月12日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

 （1）プロジェクトの成果 

本プロジェクトは、中間レビュー時点において主要な活動を終了している。一方でDSW

及びタスクフォースメンバーの意向により、管区・州レベルでのミャンマー手話研修の普

及にかかわる活動が今後計画されている。このようにプロジェクトの活動が順調に進捗し、

プロジェクト効果の普及に関する計画が策定された要因は、プロジェクトがミャンマー側

関係者のオーナーシップの醸成に努めたことにあると考えられる。 

 

 （2）プロジェクト目標 

社会福祉行政官及びろう者コミュニティから選定されたメンバー間の効果的な連携によ

り、タスクフォースによる手話の普及に向けた体制が整備されつつある。また、プロジェ

クトで作成された手話会話集の受領者及び手話研修の参加者からのプロジェクトへの評価

が高いことからも、タスクフォース及びファシリテーターは手話普及のための基礎的な能

力を習得しているといえる。 

 

 （3）上位目標 

プロジェクト中間レビュー時点において、マンダレー及びヤンゴンでの手話研修参加者

の満足度、手話への理解度、ろう者への理解が向上していることが確認された。ミャンマ

ー手話が普及することにより、一般市民のろう者に対する意識が向上し、ろう者の社会参

加の推進が期待される。 

 

３－２ 評価結果の要約 

 （1）妥当性：高い 

本プロジェクトは、ミャンマー政府による社会福祉政策及び日本側の援助政策と合致す

る。わが国は、手話通訳の養成、メディアによる啓発活動にも豊富な経験と実績を有して

おり、プロジェクト・デザインにおいてこれらの経験が有効に反映されている。 

プロジェクトで作成された手話会話集はろう者コミュニティが中心となり作成した手話

教材として、関係者から高い評価を得ている。また、プロジェクトにより2009年5月から開

始された手話研修は既に835名が自主的に参加しており、参加者の大部分が研修に満足して

いることからも手話研修への高いニーズと評価が確認された。 

 

 （2）有効性：高い 

本プロジェクトの成果はいずれもプロジェクト目標である「社会福祉行政官とろう者コ



 

 

ミュニティが共同でミャンマー手話を普及する体制が構築される。」に貢献しており、有効

性は高い。他の管区・州における手話研修の普及が今後も計画されており、DSWの同活動

に対する高いオーナーシップが確認されていることからも、プロジェクト期間内でのプロ

ジェクト目標の達成が見込まれる。 

手話会話集の作成、手話研修の実施を通して、当事者であるろう者のエンパワーメント

が効果的に行われたことがプロジェクト目標達成に対する促進要因といえる。 

 

 （3）効率性：高い 

短期専門家、本邦研修はプロジェクト活動の進捗に合わせて、計画どおりに実施され、

量、質、タイミングともに適切であり、成果発現に貢献している。日本人長期専門家はミ

ャンマー側プロジェクト関係者から高い信頼を得ており、彼らのオーナーシップの醸成を

図ることで、効率的なプロジェクト運営に大きく貢献している。 

タスクフォース、ファシリテーターのメンバーは、DSW職員及びろう学校を含むろう者

コミュニティといった既存の組織から選出されている。また、タスクフォースの活動は自

主性に任されておりプロジェクト運営経費を最小限に抑えるなど、現地リソースを活用し

た効率的なプロジェクト運営が行われている。 

 

 （4）インパクト：高い 

上位目標には「ろう者の社会参加促進のためのミャンマー手話の普及」が計画されてお

り、ミャンマー政府は手話普及に対して積極的に取り組んでいる。また、ろう者の社会参

加促進のためには、一般市民のろう者への理解が必要となるが、現在実施されている手話

研修参加者の90％が、研修受講によりろう者への理解が深まったと回答していることから

も、手話研修が全国で実施されることにより、上位目標が達成される可能性が高い。 

タスクフォースのろう学校教員、ろう協会会員が同僚や他の会員への手話文法、教授法

に関する知識を共有していることが確認された。また、短期専門家派遣による日本からの

手話通訳者のかかわりにより、特にヤンゴンにおいて、ろう学校教員が手話通訳をする際

のろう者に対する姿勢が改善された。このことは、ろう者の自由な発言を促進し、同時に

ろう者と聴者間のコミュニケーションを向上させることとなり、結果的にろう者の社会参

加につながっている。 

 

 （5）自立発展性：中程度 

社会福祉局は積極的にプロジェクトを支援しており、高いオーナーシップが確認された。

ミャンマー手話の普及に関して、他管区・州の社会福祉局を取り込んだ普及計画を策定し

ていることは、社会福祉局のプロジェクトへの長期的なコミットメントを示している。タ

スクフォースもプロジェクト活動に関して、高いオーナーシップをもって取り組んでいる。

他方、現状ではファシリテーターの手話指導能力はタスクフォースと比べるとやや低いこ

ともあり、ファシリテーターが手話指導を行う機会等が限定されていることに対する不満

の声がある。今後は、ミャンマー手話を他地域へ普及する際のファシリテーターの役割の

明確化、研修機会の提供が求められる。 

また、手話会話集、手話研修に対する関係者からの高い評価は、タスクフォースの能力



 

 

の向上を示すものであり、継続的な手話の普及の促進が期待される。一方で、プロジェク

ト効果のモニタリング及びフィードバックは日本人専門家により実施されているため、今

後、タスクフォースへの同業務の移管を進めることで、自立発展性の向上が期待される。

 

３－３ 結論 

 本プロジェクトは、ミャンマー手話の普及のために必要となる人材育成に大いに貢献してい

る。中間レビュー時点において多くの成果が達成されており、プロジェクト目標の達成可能性

も高いことが想定される。このように活動が順調に実施されてきた背景には、プロジェクト活

動を通してろう者のエンパワーメントが促進され、それに伴い聴者の意識改革によるろう者、

聴者間の連携体制が強化されたことが要因として挙げられる。また、5項目評価を通じても高い

評価結果となっており、残りのプロジェクト期間で自立発展性の向上に向けた取り組みが期待

される。 

 

３－４ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

 （1）ミャンマー手話の全国への普及に関する計画の策定 

現在、ヤンゴン及びマンダレーにおいて、プロジェクトの成果は予定どおり達成される

見込みである。このプロジェクトの成果については、残りの協力期間内にミャンマーのほ

かの管区・州にまで広げることが想定されている。この普及については、対象地域の広が

りとともに、各管区・州の社会福祉局職員等の関係者も増えてくることから、そのターゲ

ット（対象地域、参加者、内容と頻度）を明確にしてより実行可能性のある計画を早急に

策定する必要がある。 

 

 （2）ファシリテーターの役割の確認と活用 

ファシリテーターについては、手話教授に係る基礎的な知識・技術を習得しているもの

の、その知識・技術を発揮できる場が非常に限られている現状にある。今後、ミャンマー

手話を普及させていくにあたり、このファシリテーターの活用はより重要になってくると

思われる。ファシリテーターの役割と責任を明確にしつつ、ファシリテーターに対するト

レーニングの機会等をより積極的に提供していくことが望まれる。 

 

 （3）短期専門家の派遣期間の延長 

中間レビューの結果、本邦研修や短期専門家による指導はプロジェクトの推進に大きな

役割を果たしていることが示された。しかしながら、それぞれの投入期間が短いことで、

その成果が限られたものになっていると思われる（現行の約2週間の専門家派遣期間では、

講師からのインプットだけに終始する傾向がある）。受講者からの理解度の確認・評価を行

いつつ、更なる知識の定着を図る試みが加わることによってより高い成果を達成すること

ができると考えられる。また、JICA-Netを活用した支援等のフォローアップ活動についても

検討することが望ましい。 

 

 （4）タスクフォースによる手話会話集・手話研修に対するモニタリング・評価の実施 

現在、手話研修に対するモニタリング・評価については日本人専門家を中心に実施され



 

 

ている。プロジェクト成果を継続的に発展させるためには、これらのモニタリング・評価

についてもタスクフォースが実施できるようになることが必要である。残りの協力期間に

おいて、タスクフォースメンバーの能力向上を図っていくための活動の実施が望まれる。

 

３－５ プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の改定 

 プロジェクト開始当初に承認されたPDM Ver.0は、その後のプロジェクトの進行及び今回の

中間レビューの結果を踏まえ、指標の再設定及び、その指標に合わせたプロジェクト目標、上

位目標、成果の記載内容について、現実に即した形での変更が望ましいと判断された。これを

受けて見直しの結果を踏まえた、PDM Ver.1（案）を策定した。 

 PDM Ver.1（案）で改定した各項目の概要は以下のとおりである。 

 

 （1）上位目標 

ろう者の社会参加促進のため、社会福祉行政官とろう者コミュニティ及びその他プロジ

ェクト関係者により、全国にミャンマー手話が普及する。 

 

 （2）プロジェクト目標 

社会福祉行政官とろう者コミュニティ及びその他プロジェクト関係者が共同でミャンマ

ー手話を普及する体制が強化される。 

 

 （3）成果（アウトプット） 

① タスクフォースがミャンマー手話教材及び手話研修を評価する技術を習得する。 

② ミャンマー手話会話集がろう者コミュニティの主導により作成される。 

③ タスクフォース、ファシリテーターがミャンマー手話教材に基づき、手話を指導する

技術を習得する。 

④ ろう者に関するコミュニティ（一般市民）の意識が向上する。 

 

なお、PDM Ver.1（案）は、プロジェクト関係者との協議を踏まえて、次回の合同調整委

員会（Joint Coordination Committee：JCC）において調整・合意される予定である。 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

 （1）調査団派遣の経緯 

ミャンマー社会福祉救済省社会福祉局（DSW）は1953年に設置され、障害者を含む社会的

弱者に対する各種の公的福祉サービスの提供及びボランティア団体等への資金援助を行って

いる。しかしながら、支援を必要とする集団それぞれのニーズに合った施策立案・サービス

提供等についての充分な対応ができていないことから、社会福祉に携わる行政官育成を目的

とするプロジェクトの協力が要請され、2006年度案件として採択された。 

その後、協力内容をより具体化するためのミャンマー側との協議が行われ、社会福祉行政

全般を協力分野とするのは困難であるため、ろう者の団体やろう学校と協力し標準手話の策

定・普及を実施することを社会福祉行政官の育成の足掛かりとすることとなった。これを踏

まえて、本プロジェクトは、DSWをカウンターパート（C/P）機関とし、長期専門家が派遣さ

れた2007年12月から3カ年（2010年12月まで）のプロジェクトとして協力が開始された。 

プロジェクトでは、ろう者を主体として行政（公立のろう学校を含む）やNGOが運営する

ろう学校関係者が協働してミャンマーにおけるミャンマー手話を策定するとともに、この普

及に活用する教材を作成し、同教材を用いてミャンマー手話に関する研修やワークショップ

を実施している。ミャンマー手話策定・普及に係る一連のプロセスを通じて、ろう者の社会

参加を促進するとともに、社会的弱者のニーズに適した社会福祉行政実施能力の向上を図っ

ている。 

今般、協力期間が半ばを経過したことを踏まえ、本プロジェクトの目標達成度や成果等を

分析するとともに、今後の展開に向けて活動計画、成果及びプロジェクト目標の再検討を行

うことを目的とした中間レビュー調査が計画された。 

 

 （2）中間レビュー調査の目的 

本調査は、C/Pと合同で本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析するとともに、今後の

展開に向けて活動計画、及びプロジェクト目標・成果の再検討を行い、合同評価報告書に取

りまとめ、合意することを目的とする。なお、必要に応じてプロジェクト・デザイン・マト

リックス（Project Design Matrix：PDM）及び活動計画（Plan of Operations：PO）の改定を行う。 

 

１－２ 調査団構成及び日程 

 （1）調査団構成 

担当 氏名 所属 

総括/障害者支援 久野 研二 JICA人間開発部 国際協力専門員 

手話教授法 森  壮也 

日本貿易振興機構アジア経済研究所 新領域研究センタ

ー貧困削減・社会開発研究グループ グループ長代理/

開発スクール教授/主任研究員 

ろう者のエンパワ

ーメント 
河原 雅浩 （財）全日本ろうあ連盟 本部事務所長補佐 
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協力企画 中島 啓祐 JICA人間開発部社会保障課 

評価分析 伊藤 治夫 ICONS国際協力（株）社会開発部 主任コンサルタント

手話通訳 小川 加代子 （財）全日本ろうあ連盟 

手話通訳 森本 行雄 
社会福祉法人聴力障害者情報文化センター 地域支援部

門 部長 

手話通訳 宮原 麻衣子  

 

 （2）日程 

内容 場所 

月日 
伊藤 

河原、小川、森本、

久野、中島 
森、宮原  

11月26日 木 成田⇒ヤンゴン   ヤンゴン

27日 金 

JICAミャンマー事務所、長期専門

家インタビュー 

（DSW訪問・インタビュー） 

  ヤンゴン

28日 土 

プロジェクト関係者聞き取り調査

（ヤンゴン） 

社会福祉局副局長DyDGインタビ

ュー 

  ヤンゴン

29日 日 
プロジェクト関係者聞き取り調査

（ヤンゴン） 
  ヤンゴン

30日 月 
プロジェクト関係者聞き取り調査

（マンダレー） 
  ヤンゴン

12月1日 火 

プロジェクト関係者聞き取り調査

（マンダレー） 

社会福祉局DGインタビュー 

  ヤンゴン

調査結果まとめ、ワークショップ準

備 
成田⇒ヤンゴン 

2日 水 

団内打合せ（調査結果共有）  

ヤンゴン

3日 木 
JICAミャンマー事務所、プロジェクト打合せ 

ワークショップ準備 
ヤンゴン

4日 金 団内打合せ、ワークショップ準備 ヤンゴン

5日 土 ワークショップ  ヤンゴン

ワークショップ  
6日 

 

日 

  
ヤ ン ゴ ン ⇒

バンコク⇒ 

ヤンゴン

7日 月 
ヤンゴン⇒マンダレー 

マンダレーDSW表敬 
⇒日本 マンダレー
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8日 火 

マンダレーろう学校視察 

マンダレー学校（A la ka middle School）視察 

マンダレー学校（High School No.7）視察 

 マンダレー

9日 水 

マンダレー⇒ヤンゴン 

マンダレー学校（Dagon High School No.3）視察 

ミニッツ案作成 

 ヤンゴン

10日 木 中間レビュー結果報告（ミニッツ案提示）  ヤンゴン

11日 金 

ミニッツ署名、 

在ミャンマー日本大使館、JICAミャンマー事務所報告、

ヤンゴン⇒バンコク⇒ 

 ヤンゴン

12日 土 ⇒日本    

 

１―３ 主要面談者 

 （1）社会福祉救済省社会福祉局（DSW） 

U Soe Kyi 

 

Director General, Department of Social Welfare, Ministry of 

Social Welfare, Relief and Resettlement（DSW） 

U Aung Tun Khine Deputy Director General, DSW 

 

 （2）タスクフォースメンバー 

Mr. Aung Kyaw Moe 

 

Deputy Director of Mandalay Division, Ministry of Social 

Welfare, Relief and Resettlement, Department of Social Welfare 

Ms. Yu Yu Swe 

 

Assistant Director, Ministry of Social Welfare, Relief and 

Resettlement, Department of Social Welfare 

Ms. Khin San Yee Principal, Mandalay School for the Deaf 

Ms. Thida Swe Teacher, Mandalay School for the Deaf 

Ms. Myat Myat Soe Teacher, Mandalay School for the Deaf 

Ms. Bway Say Wah Vice Principal, Mary Chapman School for the Deaf 

Ms. Myitzu Thein Teacher, Mary Chapman School for the Deaf 

Ms. Mai Nwe Ni Teacher, Mary Chapman School for the Deaf 

Mr. Kyaw Yu President, Yangon Deaf Association 

Mr. Tin Aye Ko Secretary, Yangon Deaf Association 

Mr. Bo Bo Kyaing Adviser, Yangon Deaf Association 

Mr. Win Naing Public Relations, Yangon Deaf Association 

Ms. Naw Hsar Paw Vocational Teacher, Mary Chapman School for the Deaf 

Ms. Naw Shee Myar Volunteer, Mary Chapman School for the Deaf 

Mr. Kyaw Zin Win Chairman, Mandalay Deaf Youth Development Centre 

Mr. Myat Aung Naing Thant Vice Chairman, Mandalay Deaf Youth Development Centre 
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Mr. Aung Aye Soe Fund Raising, Mandalay Deaf Youth Development Centre 

Mr. Tun Min Aung Working Committee, Mandalay Deaf Youth Development Centre 

Ms. Yadana Aung Secretary, Mandalay Deaf Youth Development Centre 

Ms. Maw Maw Soe Member Affairs, Mandalay Deaf Youth Development Centre 

 

 （3）在ミャンマー日本大使館 

鈴鹿 光次 参事官 

吉村 藤謙 二等書記官 

 

 （4）JICAミャンマー事務所 

宮本 秀夫 所長 

佐藤 公平 次長 

本田 賀子 企画調査員 

 

 （5）プロジェクト 

小川 美都子 専門家 

 

１－４ 中間レビュー調査の方法 

 （1）調査項目 

本中間レビューはプロジェクトの実績と実施プロセスを把握し、特に妥当性、効率性等の

観点から評価し、必要に応じて当初計画の見直しや運営体制の強化を図ることを目的として

いる。よって、本評価では、2007年2月7日に作成されたPDM Ver.0及び活動計画（Plan of 

Operation：PO）に基づき、プロジェクトの実績、実施プロセス、評価5項目（妥当性、有効性、

効率性、インパクト、自立発展性）を検証するために、評価グリッドを作成し、各項目に関

して評価を行った。評価5項目の視点は以下のとおりである。 

 

妥当性 

プロジェクト実施の必要性、正当性に関する評価 

プロジェクト目標、上位目標が、政府の開発目標や、受益者ニーズに合致してい

るか。また、上位目標、プロジェクト目標、成果（アウトプット）及び投入の相

互関連性に整合性があるか。 

有効性 

プロジェクトの効果に関する評価 

プロジェクトの実施が、受益者や社会に便益をもたらしているか。成果（アウト

プット）及びプロジェクト目標の評価時点での達成状況及び将来達成する見込

み。 

効率性 

プロジェクトの効率性に関する評価 

プロジェクトの投入と成果（アウトプット）の関係において、資源が有効に利用

されているか。投入の時期、質、及び規模は適切であるか。 
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インパクト 

プロジェクトの長期的、波及的効果に関する評価 

プロジェクトが実施されたことにより直接的、間接的な正負の影響が生じている

か。また、計画当初に予想されなかったものがあるか。 

自立発展性 

プロジェクト終了後の便益・開発効果の自立発展性に関する評価 

援助の終了後、プロジェクトで発現した効果が持続するか。政策、財政、組織・

制度、技術などの側面において、プロジェクトで実施された活動が継続的に行わ

れるための基盤・支援があるか。 

 

 （2）情報・データ収集方法 

評価グリッドに基づいて以下の方法で情報・データを収集し、評価分析を行った。 

 

1）関係資料のレビュー 

・ ミャンマー「社会福祉行政官育成プロジェクト 」運営指導調査団報告書 

・ プロジェクト関連資料（事業報告書、合同調整委員会議事録、短期専門家報告書、評価

資料各種） 

 

2）質問票による調査 

タスクメンバー（20名）及びヤンゴンにおける手話研修の受講者（ろう者の家族、学校教

員、政府関係者、社会福祉局、NGO等）（59名）からの質問票を回収し、結果を集計・分析

した。 

 

3）インタビューによる調査 

社会福祉救済省、タスクメンバー、ファシリテーター及び研修受講者、手話教材を受け取

ったろう者の家族に対し、インタビュー調査を実施した 

 

4）プロジェクト関係者とのワークショップ・協議 

日本人専門家、社会福祉救済省社会福祉局、タスクメンバーとの意見交換、協議を行った。

協議の結果を踏まえて、日本側で作成した評価案の改定を行い、結果をミニッツに取りまと

めた。また、評価結果に基づきPDM Ver.1及びPO改定案を作成した。 

 

 （3）調査・評価上の制約 

特になし。 

 

 （4）評価のスコープ 

本中間レビューにおいては、2007年2月7日に作成されたPDM Ver.0を基に、関係資料のレビ

ューを通して評価グリッド（付属資料1.参照）を作成した。評価グリッドによって、評価項目

の整理、測定可能な指標を追加すると同時に、上位目標、プロジェクト目標、成果の明確化

（表１－１参照）を行い、各項目に関して評価を実施した。 
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表１－１ 評価グリッドにおける上位目標、プロジェクト目標、成果 

 PDM Ver.0（2007年2月） 評価グリッド 評価のポイント・理由等 

上位目標 

ヤンゴンとマンダレー

においてろう者の社会

参加が促進される。 

ヤンゴンとマンダレ

ーにおいてミャンマ

ー手話が普及するこ

とで、ろう者の社会

参加が促進される。

プロジェクトの活動はミャンマー

手話の普及に資するものであり、そ

の結果として一般市民のろう者に

対する理解が向上することでろう

者の社会参加が促進されると整理

できる。 

プロジェク

ト目標 

社会福祉行政官とろう

者コミュニティが共同

で活動を計画・実施す

る協力関係が強化され

る。 

社会福祉行政官とろ

う者コミュニティが

共同でミャンマー手

話を普及する体制が

構築される。 

行政官とろう者の共同活動の強化

はプロジェクト実施上の手段であ

り、プロジェクトの活動は、手話の

普及体制の構築を目的としている。

成果1 

ろう者コミュニティが

既存の標準手話教材語

彙編を評価する能力を

習得する。 

タスクフォースがミ

ャンマー手話教材及

び手話研修を評価す

る技術を習得する。

現在、語彙編の評価能力向上にかか

わる活動は実施されていない。語彙

編に限定するものでなく、手話会話

集、研修を含めた評価実施のための

体制が構築されたか確認する。 

成果2 

ミャンマー手話会話集

がろう者コミュニティ

の主導により作成され

る。 

PDM Ver.0 どおり。  

成果3 

ろう者とその家族、手

話通訳候補者、ろう学

校教師が標準手話を習

得する。 

タスクフォース、フ

ァシリテーターがミ

ャンマー手話会話集

に基づき、手話指導

の技術を習得する。

手話研修のみでは手話の習得は困

難である。講師であるタスクフォー

ス、ファシリテーターの手話研修を

実施するための能力向上がなされ

たか確認する。 

成果4 

ろう者に関するコミュ

ニティ（一般市民）の

意識が向上する。 

PDM Ver.0どおり。  
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入の実績 

２－１－１ 日本側投入 

プロジェクト開始以来、中間レビューまでの日本側投入は以下のとおりである。 

 

  （1）長期専門家派遣 1名（現職教員研修マネジメント） 

1名の長期専門家（業務調整・研修計画）、短期専門家（標準教材評価、標準教材開発、

標準手話教授法）及び短期専門家の現地業務にともなう手話通訳者が計画どおり派遣され

た。派遣専門家のリストは付属資料2.ミニッツANNEX5-1参照。 

 

  （2）研修員受入 

2008年度に11名、2009年度には10名のタスクフォースに対して本邦研修が実施された。

本邦研修受講者のリストは付属資料2.ミニッツANNEX5-2参照。 

 

  （3）機材供与 

ヤンゴン、マンダレーにおけるプロジェクト事務所に対してPC、コピー機、デジタルカ

メラ、ビデオ、DVDプレーヤー等が供与された。 

 

  （4）在外事業強化費 

プロジェクトの運営経費としてローカルコストの負担が行われた。 

 

 ２－１－２ ミャンマー側投入 

プロジェクト開始以来、中間レビューまでのミャンマー側投入は以下のとおりである。 

 

  （1）カウンターパートの配置 

社会福祉局行政官及び、ヤンゴン及びマンダレーのろう学校長からのカウンターパート

（5名）及びプロジェクトの実施主体として社会福祉局行政官、ヤンゴン及びマンダレーろ

う協会、ろう学校教員からのタスクフォース（20名）及びファシリテーター（12名）が配

置された。カウンターパート及びタスクフォース、ファシリテーターのリストは付属資料

2.ミニッツANNEX5-3参照。 

 

  （2）施設等の提供 

プロジェクトに必要な施設として、社会福祉局ヤンゴン管区及びマンダレーろう学校内

にプロジェクト事務所が提供されている。 

 

２－２ 成果の達成状況 

本プロジェクトは、中間レビュー時点において、主要な活動目標を達成している。このような

活動の実績が順調に達成した要因は、プロジェクトの活動主体であるタスクフォースのキャパシ

ティ・ディベロップメントが効果的に行われたことにあると考察できる。また、活動の実績は以



 

－8－ 

下のとおりである。 

 

 成果（アウトプット）1：タスクフォースがミャンマー手話教材及び手話研修を評価する技術を

習得する。 

成果1は当初「ろう者コミュニティが既存の標準手話教材語彙編を評価する能力を習得する。」

となっており、社会福祉局によって作成された標準手話教材語彙編を評価することで、その後

の手話教材の作成に評価結果を反映させることが目的とされた。標準手話教材語彙編は、当事

者であるろう者の意見が反映されておらず、ろう者から強い不満が聞かれた。しかし、既に政

府から認証されており、同教材の評価・改定はなされないとの政府の意向により、標準手話教

材語彙編の評価をめざした成果1に対する活動は実施されていない。 

このような背景から評価グリッドにおいては語彙編の評価に限定することなく、プロジェク

トで作成されたミャンマー手話会話集及び手話研修のモニタリング・評価実施能力にかかわる

項目として評価を実施した。 

プロジェクトで作成されたミャンマー手話会話集は2009年9月にミャンマー政府による承認

が行われた。2009年11月に実施した本中間レビュー時点では、まだ一部の関係者に対してのみ

手話会話集が配布されている状況であったため、会話集の評価は計画段階にあった。一方で2009

年5月から開始されているミャンマー手話研修に関しては、タスクフォース評価シート、自己評

価シート、参加者質問票といった評価ツールがプロジェクト内で開発されており、評価結果に

基づき、評価レポートがまとめられ、タスクフォース・ミーティング内で評価結果が共有され

ている。 

しかし、手話研修の評価ツールを用いたデータの集計、レポーティングについては、日本人

専門家を中心に実施されていることからも、プロジェクト成果を継続的に発展させるためには、

今後、これらの業務をタスクフォースに移管することが求められる。 

 

 成果（アウトプット）2：ミャンマー手話会話集がろう者コミュニティの主導により作成される。 

  （1）ミャンマー手話会話集作成の過程 

本プロジェクトにより作成されたミャンマー手話会話集は、2009年9月にミャンマー政府

により認証された。作成にあたっては、ヤンゴン、マンダレーから選出されたタスクフォ

ースが中心となり、ミャンマー手話会話集に掲載する内容として、10のトピック6を選定し

た。その後、本邦研修及び短期専門家による技術移転により、会話集の作成にかかわる①

手話の収録方法、②分析方法、③手話文法の記載方法等にかかわる知識、技術を習得した。

短期専門家のインプットに加え、長期専門家の支援により会話集の具体的イメージが醸成

されたことが報告されており、本邦研修、短期専門家、長期専門家といったプロジェクト

のインプットが手話会話集作成に効果的に活用されている。 

 

  （2）タスクフォースのオーナーシップ 

手話会話集作成の活動はタスクフォースの強いオーナーシップにより推進されたことが

                                                        
6 ミャンマー手話会話集は、①挨拶、②家族、③日常生活、④教育、⑤職業、⑥健康、⑦天気、⑧買物、⑨旅行、⑩趣味・スポ

ーツといった10のトピックから構成されている。 
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確認された。このことを裏付けるデータとして、会話集作成にかかわる活動に対するタス

クフォースの高い満足度が示されている。質問票による調査の結果、下記の表に示すよう

に、ミャンマー会話集作成業務に対する満足度に関して、5段階評価7において平均4.8と高

い数値を示している。さらに、今後も会話集作成・改定業務に参加したいと考えていると

いった質問に対しては平均4.9となり、タスクフォースの全メンバーが「そう思う、どちら

かといえばそう思う」と回答している。 

 

質問 平均 

タスクメンバーとして会話集作成の業務に満足している 4.8 

今後も会話集作成・改定業務に参加したいと考えている 4.9 

 

インタビュー調査においても同様に、手話会話集作成に関してタスクフォースからの高

い満足度を示すコメントがなされた。その主要な要因がマンダレーとヤンゴンで使用され

ている手話を当事者であるろう者自身が分析し、タスクフォース・ミーティングにおいて、

会話集に記載する手話を選定し、合意するといったプロセスを踏んだことが業務への高い

満足度につながったことが述べられている。 

・ 「マンダレー、ヤンゴンどちらの手話を採用するかで激しい議論になったが、結果と

して自分たちでつくったという充実感をもつことができた。」（タスクフォース、ろう

者） 

・ 「マンダレー、ヤンゴンの中だけでも多くの手話がある。手話会話集はこれらを標準

化して、ろう者同士のコミュニケーションを容易にすることに役立っている。」（タス

クフォース、聴者） 

 

  （3）手話会話集作成にかかわる知識・技術 

タスクフォースへの質問票の結果からは、5段階評価で平均4.7とタスクフォースの全員が、

ミャンマー手話会話集の作成業務を通して、会話集を継続的に作成、改定するための能力

を習得したと回答している。一方でタスクフォースの中には、今後、更に詳細な手話分析

手法を習得したいといったニーズがあることが確認された。 

 

質問 平均 

会話集作成業務を通して、会話集作成にかかわる知識

やスキルを身に付けた 
4.7 

 

手話会話集作成に関しては、ろう者が主体的に業務に参画し、聴者との連携により、手

話会話集を作成するための能力を習得したといった、ろう者のエンパワーメントが促進さ

れたことが指摘された。 

                                                        
7  5段階（5：そう思う、4：どちらかといえばそう思う、3：どちらでもない、2：どちらかといえばそう思わない、1：そう思

わない）の質問票を作成し、タスクフォース（20名）に対して配布した。 
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・ 「多くの作業がろう者により行われた。ろう者が自分たちで手話会話集を作成する能

力を身に付けた。」（タスクフォース、聴者） 

 

また、手話会話集作成にかかわる業務プロセスは同時に、タスクメンバーの手話への理

解を深めることに貢献したことが以下のコメントから推定される。 

・ 「手話会話集を作成したことで、手話の文法が深く理解することができた。当初は音

声言語を手話に翻訳していたが、短期専門家による研修、教材の作成を通して、音声

言語との違いを認識することができた。」（タスクフォース、聴者） 

 

  （4）ミャンマー手話会話集の配布計画 

社会福祉局は作成されたミャンマー手話会話集を手話研修の参加者、病院、学校等に対

して配布する計画を有している。1万部の手話会話集、3,000部のDVD、2,000部のVCD（ビ

デオCD）がプロジェクトにより作成された。会話集に加えてDVD、VCDといったマルチメ

ディア教材をセットで配布することで効果的な手話普及が期待される。 

 

 成果（アウトプット）3：タスクフォース、ファシリテーターがミャンマー手話教材に基づき手

話指導の技術を習得する。 

 

  （1）ミャンマー手話研修実施にかかわる知識・技術 

タスクフォース、ファシリテーターのろう者が講師となりミャンマー手話研修が実施さ

れている。研修参加者への質問票の結果、講師の知識、使用教材の質に関しては、5段階評

価で平均4.7と講師には研修を行うために十分な知識があり、更に研修で使用された教材も

分かりやすいものであったことが確認された。 

 

質問 平均 

講師は研修に必要な知識を十分にもっていた 4.7 

講師の用意した教材は分かりやすかった 4.7 

 

次のタスクフォースのコメントからも、本邦研修及び短期専門家による技術指導が手話

指導の技術の向上に貢献していることが分かる。 

・ 「手話に関する知識が増えることによって、初めて分かりやすく教えることができる

ようになった。」（タスクフォース、ろう者） 

・ 「プロジェクトで学んだ教授法について試してみる。自分でいろいろな方法を試すこ

とが重要だと感じている。」（タスクフォース、ろう者） 

 

また、タスクフォース・ミーティング等の機会を利用してお互いの教授法を評価し、評

価結果を手話研修へフィードバックする活動が行われていることからも、継続的な手話指

導技術の向上が図られていることが確認された。 

・ 「タスクミーティングなどの議論を通して、自らが発展していく必要性を感じている。 
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（ミーティングによる反省会は）自分に足りないことを知るチャンス。」（タスクフォ

ース、ろう者） 

・ 「受講生からのアンケート結果を見てがっかりすることもあるが、研修を良くしてい

くために活用したいと思っている。」（タスクフォース、ろう者） 

 

  （2）ミャンマー手話研修参加者 

ミャンマー手話研修が2009年5月からヤンゴンとマンダレーで実施され、2009年11月の中

間レビュー時点で参加人数が835名となった。募集は社会福祉局及びろう学校等によるもの

であるが、自発的な参加者がほとんどであり、継続的な研修への参加を希望している。こ

のことからもタスクフォース及びファシリテーターが、参加者が満足するだけの高い質の

研修を実施するための能力を習得していることが推察できる。 

ミャンマー手話研修参加者の内訳は表２－１に示すとおり。 

 

表２－１ ミャンマー手話研修参加者及びその内訳 

研修実施 

場所 

ろう児の

家族 
一般教員 

ろう学校

教員 

政府 

関係者

社会福祉

局職員
NGO その他 計 

マンダレー 15 11 2 69 20 49 43 209 

ヤンゴン 15 0 7 400 29 1 29 481 

タスクミー

ティング 
32 13 8 0 50 7 35 145 

計 62 24 17 469 99 57 107 835 

 

 成果（アウトプット）4：ろう者に関するコミュニティ（一般市民）の意識が向上する。 

  （1）ミャンマー手話研修普及計画 

他の管区及び州8でのミャンマー手話研修実施によるろう者への意識向上のための啓発は、

残りのプロジェクト期間での活動となる。成果4の活動計画として、社会福祉局のオーナー

シップの下、他の管区・州において最低1回（数日間）の手話研修の実施が検討されている。

普及に際して、中央において普及のための運営委員会を組織すると同時に、各管区・州の

社会福祉局の行政官に対する手話研修マネジメントに関するセミナーの実施が計画されて

いる。 

 

  （2）ろう者に関する意識の向上 

ヤンゴン、マンダレーにおける手話研修の参加者への質問票では、研修参加者のろう者

への理解度に関する回答が5段階評価で平均4.5となり、手話研修の受講がろう者への理解の

向上に寄与することが確認された。このことからも、手話研修が他の管区・州で実施され

た場合の成果4の将来的な達成の可能性は高いと判断される。 

                                                        
8 ミャンマーは7つの管区と7つの州から成る。それぞれの地域の居住状況は、管区はビルマ族、州は少数民族が多数を占めてい

る。 

 



 

－12－ 

質問 平均 

研修の受講により、ろう者への理解が深まった 4.5 

 

手話研修の受講による一般市民のろう者へ理解の向上の要因として、研修の講師を当事

者であるろう者が主体として実施していることが述べられている。 

・ 「手話研修の参加者はろう者が教えているということに関心を寄せて参加してくるこ

とが多い。ろう者による研修を受けるだけでもろう者に対する認識が変わる。」（タス

クフォース、聴者） 

 

２－３ プロジェクト目標の達成見込み 

 

プロジェクト目標：社会福祉行政官とろう者コミュニティが共同でミャンマー手話を普及する体

制が構築される。 

 

 本プロジェクトは、社会福祉行政官及びろう者コミュニティから選定されたタスクフォース及

びファシリテーターのメンバーの効果的な連携が確認された。また、手話会話集のユーザー、手

話研修への参加者の満足度も高いことからも、手話の普及に向けた体制が整備されつつあるとい

える。 

 

 （1）社会福祉行政官とろう者コミュニティが共同で実施した活動 

ミャンマー手話会話集の作成に際しては、聴者が会話集のインデックス、文章作成等のミ

ャンマー語に関する業務を中心に行い、ろう者が分析作業、写真撮影、挿絵などの手話に関

する業務を担当するといった業務分担が行われた。また、手話研修の際に、聴者が手話につ

いての一般的な説明を行い、ろう者が講師となって手話を指導するといった連携が行われて

いる。 

このようなろう者、聴者からなる関係者間の連携による活動が円滑に実施されている背景

には、タスクフォース業務を通じて、タスクフォースのメンバーがお互いを理解し、社会福

祉局の職員がろう者の意見を尊重するようになり、ろう者、聴者間で自由に意見交換ができ

るようになったことで、ろう者のオーナーシップが向上したことがコメントされている。 

・ 「ろう者はわがままな性格だと思っていたが、ろう者を理解することで、このような誤

解が解けていった。」（タスクフォース、聴者） 

・ 「聴者を他の民族のように感じていたが、タスクフォースの業務を通して親しみを感じ

ることができた。」（タスクフォース、ろう者） 

・ 「聴者への意識が変わった、プロジェクトに参加する以前は、聴者はろう者を見下して

いると感じていた。タスクメンバーとしての活動を通して、それは聴者がろう者につい

て知らないためであることが分かった。」（タスクフォース、ろう者） 

 

 （2）ミャンマー手話会話集ユーザーの満足度 

ミャンマー手話会話集のユーザーからの評価に関しては、前述のとおり、手話会話集の配

布が今後計画されているため、測定可能なデータはない。一方、既に手話会話集を受け取っ
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た一部のろう児の家族等からは、会話集は使い勝手がよく、理解しやすいといった意見が述

べられている。 

・ 「プロジェクトで作成された手話会話集はとても分かりやすい。子どもが使っている手

話と異なる点があり、ミャンマーの標準手話として、新たに勉強したいと思っている。

また、教材を手にすることで手話への関心が高まった。」（ろう児の家族） 

・ 「NGOスタッフとして、メアリー・チャップマンろう学校でマッサージを教えているが、

マッサージ技術を指導するうえでも、ろう児と顧客とのコミュニケーションにも手話会

話集、特に人体に関する手話表現が役に立っている。」（NGOスタッフ） 

 

これらの手話会話集ユーザーのコメントからも、今後、会話集が全国に配布された場合、

ユーザーからの高い評価が期待される。 

 

 （3）ミャンマー手話研修の参加者の満足度 

ヤンゴンにおけるミャンマー手話研修の参加者への質問票の結果からも、参加者の満足度

は非常に高く、研修への継続的な受講への意向が確認された。 

 

質問 平均 

研修は全体的に満足できるものであった 4.4 

今後も研修を継続的に受講したいと考えている 4.5 

 

手話研修は、特にろう者とのコミュニケーションの必要性が高いろう児の家族やろう児を

受け入れている一般校教員、ソーシャルワーカーからのニーズが高いことがタスクフォース

のコメントからも分かる。 

・ 「手話研修参加者には、ろう者とのコミュニケーションが取れないことに困っている参

加者が多い、特にろう児の親からのニーズが高い。」（タスクフォース、聴者） 

・ 「高校の教員5名のグループで手話研修を継続して受講している。手話を学ぶことでろう

児との会話ができるようになった。」（一般校教員） 

・ 「以前は、ろう者の子どもを学校に送り届けるだけで、ろう者、聴者は別の世界をもっ

ていた。手話研修により、聴者がろう者の世界に溶け込むことができた。また、研修の

参加によりろう者の親の連携がつくれた。」（ろう児の家族） 

 

 （4）ミャンマー手話研修参加者の理解度 

ミャンマー手話研修には直接教授法の中のひとつであるナチュラル・アプローチ（Natural 

Approach：NA）9が用いられている。参加者への質問票の結果によると、講師の指導に対する

参加者の理解度は5段階評価で平均4.1であることからも、ナチュラル・アプローチによる教授

法を用いた手話研修は効果的に実践されているといえる。 

 

                                                        
9 目的言語をその言語だけで教える方法のひとつ。学習に際して、「目標言語の発出」よりも「目標言語の理解力」を醸成する

ことを先行して指導し、その後「発出」を指導していく方法。 
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質問 平均 

手話研修における講師の指導は理解できたか 4.1 

 

研修でろう者が手話を教えることに関する利点をタスクフォースが的確に理解しており、

研修がろう者主体で効果的に実施されていることが下記のコメントから読み取れる。 

・ 「ろう者が手話を教えることはとても有効であると感じている。聴者が教えるとろう者

の手話との違いが生じる。」（タスクフォース、聴者） 

・ 「ろう者（手話のネイティブ）が教えることで、受講生の手話のレベルを正確に判断す

ることができる。」（タスクフォース、ろう者） 

 

２－４ 上位目標達成の見通し 

 

上位目標：ヤンゴンとマンダレーにおいてミャンマー手話が普及することで、ろう者の社会参加

が促進される。 

 

プロジェクト中間レビュー時点において、マンダレー及びヤンゴンでの手話研修参加者の満足

度、手話への理解度、ろう者への理解が向上していることが確認された。ミャンマー手話研修が

他の地域において普及されることにより、これらの地域においても同様に高い成果が発現するこ

とが期待される。また、プロジェクトの活動を通したろう者のエンパワーメントにより、ろう者

の社会参加が確実に推進されていることが、社会福祉局職員のコメントに述べられている。 

･ 「ミャンマーでは障害者支援を積極的に行っているが、ろう者への支援は遅れている。ミャン

マーの障害者支援団体であるMyanmar Disable People Organization （MDPO）の代表者の多く

が盲者であることからMDPOの総会にろう者が出席することがなかった。しかし、今年（2009

年）から初めてろう者が出席することとなり、ろう者がプロジェクトを通して自信を付けて

いったことを感じている。」（社会福祉局職員） 

 

 このことからも、プロジェクト終了後、手話の普及が社会福祉局の主導で継続された場合、上

位目標が達成される見込みが高い。 

 

２－５ プロジェクト実施体制 

 本プロジェクトのミャンマー側カウンターパート機関は、社会福祉救済省社会福祉局であり、

社会福祉局長を合同調整委員会（Joint Coordination Committee ：JCC）委員長、副局長をJCC副委

員長兼、プロジェクト・ダイレクター、社会福祉局リハビリテーション課長をプロジェクト・マ

ネジャーとしている。 

 

 （1）JCCメンバー 

・ 委員長：社会福祉局局長（Director General） 

・ 副委員長：社会福祉局副局長（Deputy Director General） 

・ 委員：社会福祉局（マンダレーろう学校、マンダレー管区を含む）、ろう者組織（ヤンゴ

ン、マンダレー）、メアリー・チャップマンろう学校の代表者 
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マンダレー 

ろう学校職員

Mary Chapman 
ろう学校教員

マンダレー

ろう協会員

ヤンゴン 

ろう協会員 

社会福祉

局職員 

 （2）カウンターパート 

・プロジェクト・ディレクター：社会福祉局副局長 

・プロジェクト・マネジャー：社会福祉局リハビリテーション課長 

・リハビリテーション課副課長 

・マンダレーろう学校校長 

・社会福祉局マンダレー支部副支部長 

・メアリー・チャップマンろう学校校長 

 

 （3）タスクフォース、ファシリテーター 

実際のプロジェクト活動を推進するタスクフォースが社会福祉局職員、ろう学校教員、ろ

う協会会員の計20名をメンバーとして、マンダレー、ヤンゴン双方に組織されている。また、

タスクフォースの業務、特に手話研修の実施を補佐する役割として、ファシリテーターがろ

う学校教員、ろう協会会員の計12名をメンバーとして組織されている。 

 

 （4）プロジェクトサイト 

本プロジェクトは公立のろう学校10が所在するマンダレーを拠点として実施されているが、

プロジェクトサイトはマンダレー及びヤンゴンであり、タスクフォース・ミーティング、手

話研修といった活動は双方で実施されている。したがって、マンダレー、ヤンゴン双方にプ

ロジェクト事務所があり、それぞれに1名の支援スタッフが常駐している。 

以下の図２－１に本プロジェクトの実施体制図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ プロジェクトの実施体制 

                                                        
10 ヤンゴンに所在するメアリー・チャップマンろう学校はNGOにより運営されている。 

 

タスクフォース 計20名 

ファシリテーター計12名 

合同調整委員会（Joint Coordinating Committee）
委員長：社会福祉局局長

プロジェクト・マネジャー 

社会福祉局リハビリテーション課

プロジェクト・ディレクター 

社会福祉局副局長 

リハビリテーション課 

副課長 

マンダレーろう学校 

校長 

社会福祉局マンダレー管区 

副支部長 

メアリー・チャップマン ろう学校

校長 

カウンターパート 
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２－６ 実施プロセスの状況 

本プロジェクトは中間レビュー時点において、主要な活動を終了している。一方で社会福祉局

及びタスクフォースメンバーの意向から、管区・州レベルでのミャンマー手話研修の実施が成果4

として、今後、計画されている。このようにプロジェクトの活動が順調に進捗し、プロジェクト

効果の普及に関する計画が策定された要因としては、プロジェクトがミャンマー側関係者のオー

ナーシップの醸成に成功したことにあると考えられる。 

活動のリソースパーソンであるタスクフォースの中でも当事者であるろう者のエンパワーメン

トが促進されたことを要因として、関係者のオーナーシップの醸成が行われた。案件形成段階に

おいて、普及し得るミャンマー手話を策定するためには、まず、手話の「ユーザー」であるろう

者を活動の中心に据えることが強調された。これに対して、当初、社会福祉局及びろう学校関係

者より、「ミャンマーではろう者だけでは活動ができない」「ろう者には十分な能力がない」とい

った意見があったが、実施段階においてタスクフォースとして、過半数以上のろう者が選出され、

多くの活動がろう者を中心に実施されたことで、ろう者のエンパワーメントが促進された。プロ

ジェクトが一貫してこの方針を実行したことにより、聴者のメンバーのろう者への意識の向上が

図られたことがプロジェクトの活動における聴者、ろう者の連携強化につながったと考えられる。

このことはタスクフォースの主要メンバーからのコメントにも示されている。 

・ 「プロジェクトの計画段階から参加し、ろう者を中心とした活動に関して当初危惧していた

が、タスクメンバーのキャパシティービルディングが確実に進み、成功している。」（タスク

フォース、聴者） 

・ 「日本ではろう者が手話を教えていることにとても驚いた。環境が整えばろう者が自立して

社会に参加できることを知り、希望をもてるようになった。」（タスクフォース、ろう者） 

 

また、ろう者のエンパワーメントには、本邦研修及び短期専門家派遣に加え、研修後の活動を

長期専門家がフォローするアプローチが採られている。ろう者のタスクフォースが実際にろうの

日本人専門家が講師を行う研修に参加することにより、ろう者としての自己肯定、アイデンティ

ティの確認につながっている。これに関して、本邦研修及び短専門家による研修を受講したろう

者のタスクフォースは以下のようにコメントしている。 

・ 「ろう者が手話を教えていることを日本に行ったタスクメンバーから聞いても信じられなか

った。実際にろう者の短期専門家の方々に知り合うことで、ろう者にもできるといった確信

がもてた。」（タスクフォース、ろう者） 

・ 「手話がひとつの言語であるといった認識が生まれることで、ろう者が自分たちの言語を普

及しようといったやる気につながったと感じる。」（タスクフォース、ろう者） 
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第３章 中間レビュー結果 
 

３－１ 妥当性：高い 

 本プロジェクトは、下記に示すように、国家政策との整合があり、一般市民からのニーズも高

いことから妥当性は高いといえる。 

 

 （1）ミャンマーの国家政策との整合性 

近年、ミャンマー全国で聴覚障害を含む障害者にかかわる調査が実施され、人口の2.3％が

障害者であり、その対応が検討された。このような状況を受けて、2008年には、政府による

障害者支援にかかわる国家法令が制定された。現在は社会福祉政策（2010～2012年）に基づ

いた支援が実施されており、ろう者への支援も同政策の中に含まれている。また、2010年に

は新たな社会福祉政策の5カ年計画の策定が計画されているが、本プロジェクトの支援内容を

反映した内容にしたいとの意向が示されている。 

 

 （2）日本の援助政策との整合性 

ミャンマー国別事業実施計画において、本プロジェクトを含む「障害者支援プログラム」

は開発課題「社会的弱者を取り巻く社会環境の改善」の下に位置づけられている。「障害者支

援の芽を育てる拠点づくり」を目的とした本プロジェクトは日本側の援助政策と合致する。 

 

 （3）日本の技術の優位性 

わが国は、手話通訳の養成、メディアによる啓発活動にも豊富な実績を有しており、プロ

ジェクト・デザインにおいてこれらの経験が有効に反映されている。 

また、アジア太平洋障害者センター（APCD）11の専門家の派遣などが行われた経緯もあり、

JICAの障害者支援にかかわる類似プロジェクトの知見も効果的に活用されている。 

 

 （4）ターゲットグループのニーズとの整合性 

作成された手話会話集はヤンゴン、マンダレー双方のろう者コミュニティが中心となり作

成した手話教材として、関係者から高い評価を得ている。ヤンゴン、マンダレーに限らずミ

ャンマー国内で異なる手話が使用されていることから、標準手話としてのミャンマー手話会

話集への高いニーズが確認された。また、プロジェクトにより2009年5月から開始された手話

研修は既に835名が自主的に参加している。質問票の結果からは、研修参加者のうち93％が研

修に満足しており、また、90％が今後も研修に参加したいと回答している。プロジェクト開

始前にはろう者による手話研修の実施はなく、特にろう児の親、ろう児を受け入れている一

般学校の教師、ソーシャルワーカーなど、ろう者との接する機会の多い参加者から手話研修

への高いニーズと評価が確認された。 

 

 

                                                        
11 アジア太平洋障害者センター（Asia-Pacific Development Center on Disability： APCD）プロジェクトは2002年に開始され、各

国政府及びNGOと広くネットワークを構築することで、障害者自身による障害者のエンパワーメントの実現をめざしている。 

 



 

－18－ 

 （5）課題の解決手段としてのアプローチの妥当性 

プロジェクトの最終的な目標であるろう者の社会参加の促進には、ろう者という障害者の

存在や、ろう者固有のニーズや文化といった、一般市民のろう者に対する正確な理解が不可

欠となる。本プロジェクトの開始時は政府やろう学校関係者からも「ろう者主体の活動は困

難である」「ろう者には能力が不足している」といった発言もあった。このような状況に対し

て、プロジェクトはろう者のエンパワーメントを通して、一般市民のろう者への理解の向上

を図ることで、ろう者の社会参加を促進するものであり、プロジェクトは有効な戦略を有し

ている。 

 

３－２ 有効性：高い 

本プロジェクトの成果はいずれもプロジェクト目標である「社会福祉行政官とろう者コミュニ

ティが共同でミャンマー手話を普及する体制を構築する。」に貢献しており、有効性は高い。現時

点で4つの成果のうち、3つの成果はほぼ達成されている。成果4は、他の管区・州における手話研

修の普及が今後計画されており、現時点で成果を測定するデータはないものの、社会福祉局の同

活動に対する高いオーナーシップが確認されていることからも、プロジェクト期間内での達成が

見込まれる。 

なお、プロジェクト目標達成に対する促進要因としては、活動の主体となるタスクフォース及

びファシリテーターの能力が向上したことが挙げられる。特に、手話会話集の作成、手話研修の

実施を通して、当事者であるろう者のエンパワーメントが効果的に行われたことにより、聴者の

ろう者に対する意識が向上し、結果的に聴者、ろう者間での連携の強化につながった。また、質

問票による調査結果においても、タスクフォースのすべてのメンバーが会話集作成、研修実施の

ための知識・技術を習得したと回答している。 

 

３－３ 効率性：高い 

短期専門家、本邦研修はプロジェクト活動の進捗にあわせて、計画どおりに実施され、量、質、

タイミングともに適切であり、成果発現に貢献している。聞き取り調査の結果からも、日本人長

期専門家がミャンマー側プロジェクト関係者から高い信頼を得ていることが確認された。専門家

はミャンマー手話を習得しており、高いコミュニケーションスキルにより社会福祉局 、タスクフ

ォース、ファシリテーターとの良好な関係を築くと同時に、彼らのオーナーシップの醸成を図り

効率的なプロジェクト運営に大きく貢献している。 

タスクフォース、ファシリテーターのメンバーは社会福祉局職員及びろう学校を含む既存のろ

う者コミュニティのメンバーから選出されている。タスクフォースの活動は自主性に任されてお

りプロジェクト運営経費を最小限に抑えることを実現している。他方、手話研修の実施などはマ

ンダレー、ヤンゴン双方のろう学校が利用されており、新規施設建設を行うことなく、現地リソ

ースを活用した効率的なプロジェクト運営が行われている。 

また、本プロジェクトの案件形成過程ではAPCDの日本人専門家の側面支援が実施された。今後、

啓発活動にかかわる計画策定に際して、APCDからの第三国専門家の派遣が検討されており、他の

プロジェクトのネットワークが効果的に活用されている。 
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３－４ インパクト：高い 

本プロジェクトは、上位目標の達成可能性も高く、プロジェクト関係者以外への波及効果も確

認されていることからインパクトは高いと判断される。 

 

 （1）上位目標の達成見込み 

上位目標には「ろう者の社会参加促進のためのミャンマー手話の普及」が計画されている。

ミャンマー政府は、ヤンゴン、マンダレーでの手話研修の効果が認められたことで、ミャン

マー手話研修の他地域での実施計画を策定するなど、手話普及に対してオーナーシップをも

って取り組んでいる。また、ろう者の社会参加促進のためには、一般市民のろう者への理解

が必要となる。ヤンゴンにおける手話研修参加者を対象にした質問票では、90％の参加者が

研修の受講により、ろう者への理解が深まったと回答していることからも、手話研修が全国

で実施されることにより、上位目標が達成される可能性は高い。 

 

 （2）プロジェクト関係者以外への波及効果 

タスクフォースのろう学校教員が他の新任教員及びろう児の親に対して手話を教える際に、

プロジェクトにより習得した手話文法、教授法が役に立ったことが報告されている。また、

タスクフォースのろう協会会員が他の会員に対して手話文法、教授法に関する知識を共有し

ていることが確認された。このことからも直接のプロジェクト関係者ではないろう学校の教

員、ろう児の親、ろう協会会員等の手話に関する知識・技術の向上にも寄与していることが

推察される。 

さらに、短期専門家の派遣に付随する日本からの手話通訳者のプロジェクトへのかかわり

により、ろう学校教員が中心となっているミャンマー側の手話通訳の態度に改善がみられる

ようになった。これはろう者の自由な発言を促進し、同時にろう者と聴者間のコミュニケー

ションの向上に貢献しており、プロジェクトの円滑な実施のみならず、ろう者の社会参加に

寄与している。 

 

３－５ 自立発展性：中程度 

プロジェクトの成果が自立発展的なものとなるためには組織面、財政面、技術面において更な

る努力が必要となる。 

 

 （1）政策面 

社会福祉局はミャンマー手話の普及に力を入れており、その取り組みをプロジェクト開始

以前から行っている。2008年には国家法令において、政府による障害者支援の実施が制定さ

れた。現在は社会福祉政策（2010～2012年）に基づいた支援が実施されており、ろう者への

支援も同政策の中に包含されている。2010年には新たな計画が策定される計画となっており、

本プロジェクトの活動を計画に反映したいといった意向が確認されていることからも、政策

的支援が継続される可能性は高い。 

 

 （2）組織面 

社会福祉局は積極的にプロジェクトを支援しており、高いオーナーシップが確認された。
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プロジェクトで策定されたミャンマー手話の普及に関して、他管区・州の社会福祉局を取り

込んだ普及計画を策定していることは、社会福祉局のプロジェクトへの長期的なコミットメ

ントを示すものであるといえる。プロジェクトを通して、社会福祉局がプロジェクト管理、

組織形成等に関する能力を向上させたことが報告され、今後、他の障害者支援へのプロジェ

クトの経験の活用が示唆されている。 

一方、タスクフォースはろう者のエンパワーメントにより、聴者及びろう者間の信頼関係

が向上し、良好な連携体制が生まれている。タスクフォースは今後の手話の普及に関して高

いオーナーシップをもって活動に取り組んでいることからも、組織面での自立発展性は高い

といえる。他方、現状ではファシリテーターはタスクフォースメンバーに比較すると手話指

導力がやや低いことなどから手話指導の場が限定されていることに対する不満の声がある。

ミャンマー手話を他地域へ普及する際には、ファシリテーターの役割を明確化させ、タスク

フォース同様に研修機会を提供することで能力強化を行う必要がある。 

 

 （3）財政面 

現在、ミャンマー政府側負担としては、ヤンゴン、マンダレーでのプロジェクト事務所及

び光熱費のみとなっている。社会福祉局においてはろう者支援に特化した予算項目はなく、

女性、障害者等社会的弱者支援予算として配賦されている予算より支出される。一方でタス

クフォース及びファシリテーターは本来業務ではなく、ボランティアとしてプロジェクト活

動に参画している。プロジェクトの主要な活動経費はタスクフォース・ミーティングの際の

日当、交通費などに限定されていることからも、プロジェクト終了後のミャンマー政府によ

る活動経費の確保は可能であることが想定される。 

 

 （4）技術面 

手話会話集、手話研修は会話集の受領者及び研修参加者から高い評価を受けている。これ

はプロジェクトの主体となっているタスクフォースの能力の向上を示すものであり、継続的

な手話の普及の促進が期待される。しかし、標準的な手話会話集に関しては、一度作成した

らそれをずっと使用するのではなく、一定の期間で見直しを行い適宜改訂する必要がある12な

ど、プロジェクトを継続的に発展させるためには、プロジェクト効果のモニタリング、フィ

ードバックの実施が必要となる。これまで、手話研修に対するモニタリング・評価について

は日本人専門家により実施されていることからも、今後、タスクフォース内から、担当者を

選出し、専門家のモニタリング・評価にかかわる業務を移管することで、プロジェクトの自

立発展性が向上することが期待される。 

 

３－６ 結論 

本プロジェクトはミャンマー手話の普及のために必要となる、人的資源の開発に大いに貢献し

ている。中間レビュー時点において多くの成果が達成されており、プロジェクト目標の達成可能

性も高いことが想定される。このように活動が順調に実施されてきた背景にはプロジェクト活動

を通して、ろう者のエンパワーメントが促進され、それに伴い聴者の意識改革によるろう者、聴

                                                        
12 運営指導調査時の森、宮本専門家による指摘。 
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者間の連携体制が強化されたことが要因として挙げられる。また、5項目評価を通じても高い評価

結果となっており、残りのプロジェクト期間で自立発展性の向上を図ることにより、更に大きな

効果が期待できる。 
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第４章 提言と今後の協力方針 
 

４－１ 提言 

 （1）ミャンマー手話の全国への普及に関する計画の策定 

現在、ヤンゴン及びマンダレーにおいて、プロジェクトの成果は予定どおり達成される見

込みである。このプロジェクトの成果については、残りの協力期間内にミャンマーの他の管

区・州にまで広げることが想定されている。この普及については、対象地域の広がりととも

に、各管区・州の社会福祉局職員等の関係者も増えてくることから、そのターゲット（対象

地域、参加者、内容と頻度）を明確にしてより実行可能性のある計画を早急に策定する必要

がある。 

 

 （2）ファシリテーターの役割の確認と活用 

ファシリテーターについては、手話教授に係る知識・技術を習得しているものの、その知

識・技術を発揮できる場が非常に限られているのが現状である。今後、ミャンマー手話を普

及させていくに際して、このファシリテーターの活用はより重要になってくると思われる。

ファシリテーターの役割と責任を明確にしつつ、ファシリテーターに対するトレーニングの

機会等をより積極的に提供していくことが望まれる。 

 

 （3）短期専門家の派遣期間の延長 

中間レビューの結果、本邦研修や短期専門家による指導はプロジェクトの推進に大きな役

割を果たしていることが示された。しかしながら、それぞれの投入期間が短いことで、その

成果が限られたものになっていると思われる。現行の専門家派遣期間（約2週間）では、講師

からのインプットだけに終始することになる傾向がある。受講者からの理解度の確認・評価

を行いつつ、更なる知識の定着を図る試みが加わることによってより高い成果を達成するこ

とができると思われる。また、JICA-Netを活用した支援等のフォローアップ活動についても検

討することが望ましい。 

 

 （4）タスクフォースによる手話会話集・手話研修に対するモニタリング・評価の実施 

現在、手話研修に対するモニタリング・評価については日本人専門家を中心に実施されて

いる。プロジェクト成果を継続的に発展させるためには、これらのモニタリング・評価につ

いてもタスクフォースが実施できるようになることが必要である。残りの協力期間において、

タスクフォースメンバーの能力向上を図っていくための活動の実施が望まれる。 

 

４－２ プロジェクト計画の見直し（PDM1） 

プロジェクト開始当初に承認されたPDM Ver.0は、その後のプロジェクトの進行及び今回の中間

レビューの結果を踏まえ、指標の再設定及び、その指標に合わせたプロジェクト目標、上位目標、

成果の記載内容について、現実に即した形での変更が望ましいと判断された。見直しの結果を踏

まえて、PDM1（案）（付属資料2.ミニッツANNEX2参照）を策定した。PDM1（案）は、プロジェ

クト関係者との協議を踏まえて、次回のJCCにおいて合意・決定される予定である。改定の主なポ

イントは付属資料3.参照。 
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４－３ 今後の協力方針 

本プロジェクトは、既存のろう者コミュニティのエンパワーメントを通して、短期間で成果を

上げた。この成果を生かして、今後、ミャンマー手話の他地域への普及及び研修効果のモニタリ

ング・評価及びその結果の反映などプロジェクト活動の自立発展性に資する活動により、残され

たプロジェクト期間を有効に活用して、更なる成果を上げることが望まれる。現在、ヤンゴン、

マンダレーでの活動を通じて手話を普及するための体制が整備されつつある。しかし、全国的な

普及には更なる時間が必要である。したがって、プロジェクト後半では、プロジェクトの延長も

しくは第2フェーズを見据えた活動が望まれる。 
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第５章 団員所感 
 

５－１ 森 壮也 団員（手話教授法） 

2009年12月2日より7日まで大変に短い期間であるが、ミャンマーにおける標記プロジェクトの

中間評価ミッションに参加した。実際の現地での行動日程は、移動時間もあったことから、以下

の4日間のみである。 

 

12月3日 ヤンゴン・JICAミャンマー事務所にて打合せ 

12月4日 ヤンゴン・メリー・チャップマンろう学校訪問・タスクフォースの指導状況見学 

12月5日 ヤンゴン ワークショップ 

12月6日 ヤンゴン ワークショップ 

 

JICAミャンマー事務所での打合せでは、コンサルタントの伊藤氏からそれまでのヒアリング等

による中間評価についてのプレゼンを頂き、予想以上に大変に良い成果が上がっていることを伺

って、立ち上げの調査ミッションの際からかかわってきた一人として大変に嬉しく思った。アジ

アの他の途上国と比しても、障害当事者団体もまだ成立しておらず、手話についても国内のろう

者の間の相互交流がほとんどないためにろう学校ごとに手話が異なっているという大きな問題を

抱えたなかでのスタートであったため、どれだけの成果を上げることができるのか、当初は大変

に案じていた。しかしながら、長期専門家の小川氏の精力的な努力をはじめとして、日本からの

専門家、そして何より現地のタスクフォースの皆さんの頑張りによって、会話テキストとDVDと

いうアジアの他の国ではほとんど例のない教材を政府と協力して出せたことの意義は大変に大き

い。 

残る1年間でどのような成果を上げていくか、これが最大の問題であったが、メリー・チャップ

マンろう学校での指導ワークショップを見学した限りでは、これまた驚かされることになった。

というのは、手話の指導技術の初歩をマスターされたタスクフォースメンバーによる自信をもっ

た指導はもちろんのことであるが、指導後のタスクフォースメンバー相互による学校教育におけ

る『授業研究』に相当するディスカッションの様子はわずか2年前にスタートしたプロジェクトと

は思えない人材の育成という意味で大きな感銘を覚えるものであった。 

ネイティブ・スピーカーやネイティブ・サイナーが自分の言語について指導をする際には、必

須となるのは、自分たちの言語について客観的にこれをとらえるというメタ言語能力である。タ

スクフォースメンバー、特にろう当事者のメンバーは、もちろんミャンマー手話のネイティブと

して、ミャンマー手話を自然に使いこなしていたが、それに対するメタ言語知識はほとんど皆無

であった。（音声）ミャンマー語との相違をきちんと客観的に述べていくという対照言語学的な方

法論の萌芽、ミャンマー手話の初歩的学習者の相手の立場に立った段階的指導、講師相互の間で

の指導の工夫についての指摘と指摘された内容を受け入れる度量など、いずれも最初の調査ミッ

ション、また最初の短期専門家としてのミャンマー訪問の時点では、まだ育っていなかったもの

である。これらがいずれもプロジェクトの活動を通じて育ってきている。加えて、手話を言語と

してみる従来とは異なる視点（米国手話についての同様のパラダイム・シフトは、C.パッデン/T.

ハンフリーズ著『「ろう文化」案内』晶文社、2003年、第5章「手話への新しい理解」で具体的に

述べられている）が着実にタスクフォースメンバーの中で育ってきていることもうかがわせる議
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論を目にすることができた。こうした変化は、手話についての（ジェスチャーの延長ではなく、

音声言語と同等の独立した言語であるという）正しい理解を広めていくために2年前には、お互い

が手話の違いを主張しあうばかりであったが、現在は、その違いを互いに認め合い、調整の方向

を探ろうとする動きがろう者自身の側から出てきているようであったのも嬉しい発見である。こ

のタスクフォースメンバーによる講義ワークショップのあとの議論のレベルも非常に高く、日本

のプロの講師陣の議論には、まだ及ばないものの、一般のろう者の水準ははるかに上回っていた

ことも嬉しい成果である。 

後半2日間のワークショップでは、政府社会福祉局担当者からの高い評価と期待が寄せられただ

けでなく、コンサルタントの伊藤氏からのタスクフォースメンバー、政府側への中間評価の説明

にミャンマー側も大変に満足している様子がうかがわれ、プロジェクトの前半の成果が上がって

いることを全員で共有できたことは、大変に良かったと思う。一方で、2グループに分かれてのセ

ッションでは、セッション運営の方法についての手順がうまく伝わらなかったこともあり、一時

議論の内容がミャンマー語での表記を巡る、ろう者の側ではフォローしきれないものとなり、ろ

う当事者というよりは、聴者の教師のリードが目立ってしまった側面もあったのが残念である。 

またワークショップの最後の時間には、全日本ろうあ連盟河原理事と当方による、ろう教育と

トータル・コミュニケーション、バイリンガル教育についての、プレゼンテーションを行った。

これについては、歴史的な展開と日本の現状についての理解を得ていただくことを主眼点とした

が、おおよその目的は達成できたように思われる。一方で、このプレゼンテーションの過程で、

ミャンマーでは、トータル・コミュニケーションもバイリンガル教育もまだ新しい概念であるた

め、手話の語彙で両者の区別がまだ明確ではない状況が明らかとなった。このため、質疑応答の

時間を通じて、トータル・コミュニケーションとバイリンガル教育についての具体的な説明に時

間をかけたつもりであるが、どれだけ十分に理解がいきわたったか、やや不安もある。視覚的な

プレゼン素材など、もう少し準備と工夫のために時間が割ければよかったと反省する次第である。 

最後に今後のプロジェクトの展開と方向について、若干の所感を記しておく。本プロジェクト

では、テキストとDVD、及び人材の育成という3つの成果が上がっていることはこれまで書いたと

おりである。一方で、最後の人材の育成については、タスクフォースに加えて現在、ファシリテ

ーターという次のグループの育成に力が注がれているところである。しかし、タスクフォースメ

ンバーは、元々、リーダー的な素質をもった人材が比較的多かったため、飲み込みなども早かっ

たが、それでも2年以上かかっており、現在もまだ皆さん、学習を続けておられる状況である。日

本においてもこうした手話講師の養成には、10年近くの歳月をかけており、それは、勤勉なミャ

ンマーの人材をもってしても同様と思われる。このため、今後、タスクフォースメンバーの学習・

研鑽を支援する体制と彼らが更にファシリテーターに指導ができるような環境の整備が必須とな

ってこよう。 

特にミャンマー全国での手話の普及ということを考えると、これだけの人材ではあまりに不足

である。このため、今後の1年間では、試験的にできるところまで各州でまず実施していただくこ

とと、マンダレーとヤンゴンでの集中的な研修ワークショップの実施によるOJT的な訓練の場の提

供が鍵となってくると思われる。 

ろう者の状況改善という意味では、もうひとつ手話通訳の養成という大きな課題があるが、こ

ちらについてもただいたずらにこれを急ぐことなく、一方で、きちんとしたろうの手話指導講師

の育成の継続、手話翻訳・通訳を指導できるバイリンガルの人材の育成のための枠組みの検討が
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必要になってくる。日本においてもこの両方の育成は、非常に注意深くなされなければならない

ことは歴史が教えてきており、ミャンマーにおいてどのような形が望ましいのか、途上国ゆえの

さまざまな資源制約と日本から投入できる技術協力とをうまくコーディネートした次の戦略が望

まれる。 

 

５－２ 河原 雅浩 団員（ろう者のエンパワーメント） 

（1）プロジェクトについて 

模擬手話講習会では、ろう者が絵カードや図などを使って受講生とコミュニケートしなが

ら教えていた。その指導法も、十分に訓練されており、スムーズなものであった。 

終了後の反省会では、皆がお互いに自分の意見を述べ、建設的で活発な討議が行われてい

た。 

ろう者たちがお互いに討論しながら自分の言語である手話を整理し、それを1つの本にまと

めていく過程で、手話に対する自信に似たものをもつようになり、相手の意見を聞いて理解

し、自分の意見をまとめて述べる力を身に付けていることが伺えた。 

また、手話教授法を学習し、健聴者に手話を教えることによって、ろう者としての自分に

自信をもつようになっていることも伺えた。 

これはこのプロジェクトの最終的な目標である「ろう者の社会参加促進」にとって大きな

成果であるといえる。 

ただ、調査期間中に行われたワークショップの中での討議のときに、健聴者主導で討議が

進められる場面が時折みられた。 

これは、ワークショップのタスクフォースの一員が通訳を兼ねているため、通訳者の意見

と通訳している内容とが混同されてろう者に受け止められやすいことと、教師が通訳を担っ

ているため、無意識のうちに教師と生徒の関係が入り込んで、対等な立場での参加がなされ

にくいことが大きな原因であろう。 

今後、全国での活動の展開により、ミャンマー国内の一般の人たちへの手話の普及が進む

とともに、ろう者に対する理解が広まれば、状況が改善され、真に対等な立場でのろう者の

社会参加が促進されることが期待される。 

そのための条件として、ろう者組織の確立が必要であるが、その萌芽は今回のプロジェク

トでタスクフォース内のろう者の仲間という形でできたのではないかと思われる。今後、こ

れをどのようにして確固なものにし、ミャンマー当局にろう者の社会参加の促進に際しての

ろう者の組織の必要性を認識させていくかが大きな課題となっている。 

全日本ろうあ連盟として、今後もこのプロジェクトに対して支援していく必要があり、そ

のためにもこのようなプロジェクトを担うことができるろう者の運動の専門家の育成が急務

になっている。 

 

（2）インクルーシブ教育実践校の状況について 

ろう生徒は、支援担当が手話を覚えてサポートしてくれると言っていたが、実際に支援生

徒が手話を使っている様子を見ることはできなかったし、こちらの質問に対してはろう生徒、

健聴生徒ともに優等生的な答えが多く、実際の様子は伺うことはできなかったのは残念であ

る。 



 

－27－ 

ろう生徒に対する情報保障、学習の保障が行われないままにインクルーシブ教育が進めら

れることはかなり危険なことであり、まずはろう学校での教育環境を充実させ、大学進学レ

ベルまでの教育がしっかりできるようにすることが必要ではないかと感じた。 

それでも、手話を使っていることと、同じ学校内に多数のろう生徒がいることもあり、口

話だけだった私たちのころに比べると、生徒の表情は明るく、ろうであることを引け目に感

じていないようだったのが救いだった。 

ミャンマーのろう学校は2校しかなく、ミャンマーには義務教育制そのものがないため、地

方では無就学のろう児が多くいることが予想される。開発途上国全体に共通していることで

あるが、このプロジェクトによる手話の普及、啓発と併せて、ろう児への教育をどのように

浸透させていくかも考えていく必要がある。 

 

たった10日間であったが、アジアの開発途上国の様子を実際に見ることができ、私にとっ

て非常に貴重な体験となった。 
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大項目 小項目
標準手話を用いるろう者、そ
の家族、手話通訳候補者、
ろう学校教師の割合の増加

研修受講者の標準手話を
用いたコミュニケーション技
術の向上

標準手話の普及により、ろう者の社会参加
の促進に正のインパクトが発現する可能性
が高いか。

インパクトの有無

【PDM指標1】 共同で実施し
た活動と内容の数

【PDM指標2】 協力が促進さ
れた事例

タスクメンバーの標準手話
教材の作成・評価・改定に
かかわる知識、技術の向上

タスクメンバー、ファシリテー
ターの標準手話研修の実
施・評価にかかわる知識、
技術 向上標準手話教材を評価する体制が構築され

たか。
【PDM指標1】 標準手話教
材語彙編用の評価レポート
が作成される。
標準手話教材の評価レポー
トが作成される。

標準手話教材評価レ
ポートの有無
関係者の意見

評価結果を受けて標準手話教材を改定す
る用意が行われているか。

【PDM指標2】標準手話教材
語彙編用の改定計画が策
定される。
標準手話教材の評価・改定
計画が策定される。

評価・改定計画の有無
関係者の意見

【PDM指標1】標準手話教材
文法編が作成される。

関係者の意見

標準手話教材文法編が全
国に配布される。

配布部数、配布エリア

ろう者の標準教材に対する
満足度が5段階評価で3以
上となる。

関係者の意見 プロジェクト報告書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

ろう者の参画により標準手話教材文法編
が作成されたか。

【PDM指標2】ろう者が教材
作成活動に参加した事例。

関係者の意見

【PDM指標】標準手話（SSL)
研修を受講したろう者とその
家族、手話通訳候補者、ろ
う学校教師数

研修開催実績

標準手話（SSL)研修を受講
したろう者とその家族、教
員、政府関係者、政府関係
者、社会福祉局職員数
標準手話（SSL)研修に対す
る満足度が5段階評価で3以
上となる。

関係者の意見 プロジェクト報告書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

手話研修に関してモニタリング・評価が実
施され、評価結果がフィードバックされてい
るか。

モニタリング・評価実施件数
及び評価結果の活用状況

関係者の意見

啓発ワークショップの計画が策定されてい
るか。

参加者のろう者、手話に関
わる意識が向上する。

計画の有無
関係者の意見

ろう者及び手話にかかわる意識向上のた
めの活動が実施されているか。

意識向上にかかわるその他
の活動の実施件数

メディアの活用状況
関係者の意見

日本側
長期専門家（業務調整・研修
計画）1名
　・短期専門家
　　標準手話教材評価
　　標準手話教材開発
　　標準手話開発
　　標準手話教授法
　　手話通訳育成
　　啓発活動
・ 在外事業強化費
・ 機材

ミャンマー側
・ カウンターパート配置
・ 専門家執務スペース
・ プロジェクト活動経費の一部
負担（ワークショップ開催時の
会場提供等）

協力、反対の有無

TF、ファシリテーター、教員
の勤続状況

コミュニケーションの内容、
頻度

政府政策の確認

報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
データ提出依頼
インタビュー

報告書、関連文書、
インタビュー結果

プロジェク
ト目標達
成度

ドキュメントレビュー
インタビュー

成果の達
成度

成果4：ろう者に関するコミュニ
ティ（一般市民）の意識が向上
する。

外部条件

質の高い標準手話研修が計画どおり実施
されているか。

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

ドキュメントレビュー
インタビュー

投入の実
績

ろう者の社会参加を促進するための政府政策が変わらない。（上位目標へ
の外部条件）

タスクフォース・メンバー、ファシリテーター及びろう学校教員が業務を継続
する。（成果への外部条件）

DSW、ろう者組織及びろう学校がプロジェクトに協力する。 （前提条件）

関係者（DSW、ろう者コミュニティ、ろう学校）のコミュニケーションが維持さ
れる。（プロジェクト目標への外部条件）

評価項目

社会福祉行政官とろう者コミュ
ニティが共同で活動を計画・実
施する協力関係が強化され
る。

→社会福祉行政官とろう者コ
ミュニティが共同でミャンマー
手話を普及する体制が構築さ
れる。

ヤンゴンとマンダレーにおいて
ろう者の社会参加が促進され
る。

→ヤンゴンとマンダレーにおい
てミャンマー手話が普及するこ
とで、ろう者の社会参加が促進
される。

成果1：ろう者コミュニティが既
存の標準手話教材語彙編を評
価する能力を習得する。

→タスクフォースがミャンマー
手話教材及び手話研修を評価
する技術を習得する。

上位目標
の達成度
（見込み）

投入量、投入の質及び時期は計画どおり
か。

成果2：標準手話教材文法編
がろう者コミュニティの主導に
より作成される。

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ

関係者の意見

計画と進捗の比較 時期、投入量、投入の
質

情報源 データ収集方法

プロジェクト報告書
関係者へのインタ
ビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

プロジェクト報告書
質問票の回答
関係者へのインタ
ビュー結果

 

適切な標準手話教材文法編が作成された
か。

行政官とろう者コミュニティーの協力体制
が構築されたか。

標準手話が普及する可能性は高いか。

理解度、技術習得度の
確認
関係者の意見

関係者の意見

標準手話を普及する体制が構築された
か。

プロジェクト報告書
関係者へのインタ
ビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

実
績
の
検
証

成果3：ろう者とその家族、手話
通訳候補者、ろう学校教師が
標準手話を習得する。

→タスクフォース、ファシリテー
ターがミャンマー手話会話集に
基づき、手話指導の技術を習
得する。

Administrator
１．評価グリッド



大項目 小項目
評価項目

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法

阻害、貢献要因の有無 活動実績
関係者の意見

活動計画、活動実績
関係者の意見

相互に信頼関係が醸成されているか。
相互の満足度は高いか。

相互コミュニケーションは十分に行われて
いるか。

プロジェクト業務への参加度 活動実績
関係者の意見

支出額、時期などの確認及
び計画との比較

財務状況 報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

標準手話教材及び研修の質に関するモニ
タリング・評価体制は整備されているか。

モニタリング・評価の結果は研修に適切に
フィードバックされているか。

阻害要因
及び貢献
要因

阻害、貢献要因の有無 関係者の意見 報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

3.2 社会福祉局、ヤンゴン・マンダレーのろう者組織及びろう学校がファシリ
テーターを選出する。（タスクフォースのメンバー及びろう者数人を追加す
る。）

成果3：ろう者とその家族、手話通訳候補者、ろう学校教師が標準手話を習
得する。
3.1タスクフォースが標準手話教材語彙編・文法編を用いた標準手話研修
の計画をつくる。

2.3 JCCが2－2の標準手話教材文法編を承認する。

2.4 標準手話教材文法編を作成・配布する。

ドキュメントレビュー
インタビュー

ドキュメントレビュー
インタビュー

報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

報告書
インタビュー結果

報告書
インタビュー結果

活動の阻害、貢献要因はあるか。

3.6 ファシリテーターはろう学校教師に対する標準手話トレーニングを実施
する。（5時間×5日）

4.5 ファシリテーターがローカル・国際NGOを対象にワークショップを実施す
る。　（ヤンゴンとマンダレーで各1～2回）

4.4 ファシリテーターが一般校教師・生徒を対象にワークショップを実施す
る。（ヤンゴンとマンダレーで各1～2回）

4.6 ファシリテーターがろう者と上記ワークショップ参加者が交流するイベン
トを実施する。（ヤンゴンとマンダレーで各1回）

成果４．ろう者に関するコミュニティ（一般市民）の意識が向上する。
4.1 ファシリテーターが啓発活動の計画をつくる。

4.2 ファシリテーターが啓発活動に必要な資料を作成する。

専門家と
C/Pとの
関係

1.4 タスクフォースが標準手話教材語彙編の将来的な改定に向けた計画を
策定する。

計画の進
捗状況

1.3 タスクフォースが標準手話教材語彙編を評価する

成果1：ろう者コミュニティが既存の標準手話教材語彙編を評価する能力を
習得する。
1.1社会福祉局、ろう者組織、ろう学校が標準手話教材語彙編を評価するタ
スクフォースを選出する。（ヤンゴン・マンダレーよりろう者各6名、ヤンゴン・
マンダレーのろう学校より庁舎の教師各3名、社会福祉局2名）

1.2日本もしくは第三国からの専門家がタスクフォースに対し、標準手話教
材語彙編評価に係るトレーニングを実施する。

3.4 ファシリテーターはろう者に対する標準手話トレーニングを実施する。（5
時間×5日）

成果2：標準手話教材文法編がろう者コミュニティの主導により作成される。
2.1タスクフォースが標準手話教材文法編作成の計画をつくる。

2.2 タスクフォースが標準手話教材文法編を作成する。

達成度、達成時期などの確
認及び計画との比較

達成度、達成時期

実
施
プ
ロ
セ
ス
の
検
証

追加・中止された活動はあるか。またその要因は何か。

ミャンマー政府からのろう者支援に関する予算は計画どおり確保、支出さ
れているか。

相手国実
施機関の
オーナー
シップ

専門家とC/Pの関係は良好
か。

プロジェクト活動のモニタリン
グ・評価は効果的に実施され
ているか。

モニタリン
グ・評価
のプロセ
ス

モニタリング・評価の実
施方法・実施体制・活
動実績

モニタリング・評価実施件数
及び評価結果の活用状況

活動進捗、成果達成、目標達成に阻害、貢献する要因はあるか。

DSWのスタッフは主体的にプロジェクト活動に参加しているか。

3.3 日本もしくは第三国からの専門家がファシリテーターに対し、手話教授
法に関するトレーニングを実施する。（2～4週間）

関係者の意見

4.3 ファシリテーターがソーシャルワーカーを対象にワークショップを実施す
る。　（ヤンゴンとマンダレーで各1～2回）

3.5 ファシリテーターはろう者の家族に対する標準手話トレーニングを実施
する。（5時間×5日）



大項目 小項目
評価項目

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法

標準手話教材文法編はろう者、その家族、
手話通訳候補者、ろう学校教師のニーズと
合致しているか。

標準手話研修はろう者、その家族、手話通
訳候補者、ろう学校教師のニーズと合致し
ているか。

上位目標とミャンマー国家開発
計画との整合性はあるか。

標準手話の普及は国家政策の優先事項に
含まれているか。

国家社会福祉政策 社会福祉政策に係る
文書
関係者の意見

関連文書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

プロジェクトと日本の援助政
策、JICA国別事業実施計画と
の整合性はあるか。

日本の対ミャンマー援助重点課題、JICA
国別事業実施計画に含まれているか。

日本の援助政策 国別援助計画
JICA国別事業実施
計画

ドキュメントレビュー

手話教材作成、研修の実施のためのタス
クフォースメンバーの選定方法、人数は適
切か。

プロジェクト目標であるろう者間及びろう者
と聴者間のコミュニケーションの促進の手
段として追加すべき活動があるか。

プロジェクトのターゲットグループの選定は
適切か。

プロジェクトには 日本の手話技術及び経
験が生かされているか。

日本の経験の活用事例

アジア太平洋障害者センター（APCD)の協
力、経験が生かされているか。

他機関の協力内容 報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

プロジェクト目標が達成される可能性は高
いか。

投入・活動の実績
成果の達成度
関係者の意見

プロジェクト目標指標の設定レベルは適切
か。

現時点での達成度
上位目標との因果関
係

作成された標準手話教材文法編は、ろう者
間及びろう者と聴者間のコミュニケーション
の促進に寄与しているか。

手話教材文法編の活用頻
度

標準手話の研修体制の構築は、ろう者間
及びろう者と聴者間のコミュニケーションの
促進に寄与しているか。

研修受講者の標準手話習
得度

タスクフォースのメンバーの交代及びそれ
による影響はあるか。（外部条件）

TF、ファシリテーター、教員
の勤続状況

プロジェクトの活動実
績
関係者の意見

関係者（DSW、ろう者コミュニティ、ろう学
校）のコミットメントと実施能力について、懸
念すべきところがあるか。

その他の阻害要因はあるか。 阻害要因の有無

実績と計画（目標値）の比較
阻害要因の有無

計画の達成度、時期
関係者の意見

関係者の意見

短期専門家による研修及び本邦研修はタ
スクフォースの手話教材作成、研修実施能
力の向上に寄与しているか。

プロジェクトで作成された研修用教材は研
修の質の向上に寄与しているか。

標準手話研修はろう者、その家族、手話通
訳候補者、ろう学校教師の手話能力強化
に寄与しているか。

ファシリテーターが啓発活動はろう者に関
するコミュニティの意識が向上の寄与する
可能性が高いか。

専門家派遣人数、専門分野、派遣時期は
適切か。

専門家派遣実績
関係者の意見

供与機材の種類、量、設置時期は適切
か。

納入機材リスト
関係者の意見

本邦研修の分野、研修内容、研修時期、
受入時期は適切か。

研修員受入実績
関係者の意見

日本側の現地活動費は適切か。 現地活動費実績
関係者意見

ミャンマー側のC/P配置、予算配分は適切
か。

C/P在籍状況
プロジェクト経費
関係者の意見

ろう者組織等のプロジェクトへ巻き込みが
効果的に行われているか、また組織の経
験を有効に活用しているか。

ろう学校等、既存施設などを有効に活用し
ているか。

阻害、貢献要因の有無

関係者の意見

プロジェクト報告書
関連文書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

関係者の意見

ドキュメントレビュー
インタビュー

プロジェクト報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

関係者の意見

ドキュメントレビュー
インタビュー

報告書
関連文書
インタビュー結果

報告書
関連文書
インタビュー結果

関係者の意見

ドキュメントレビュー
インタビュー

プロジェクト報告書
関連文書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

プロジェクト報告書
関連文章
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

関係文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

報告書
関連文書
質問票の回答
インタビュー結果

報告書
インタビュー結果

授業観察
ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

プロジェク
トの実施
プロセス
の効率性
に影響を
与えてい
る要因

因果関係 成果を産出するために十分な
活動であったか。

その他効率性の貢献要因、阻害要因はあるか。

ローカル資源を有効に活用し
ているか。

ドキュメントレビュー
インタビュー

ニーズとの整合
満足度

関係者の意見

達成されたアウトプットからみ
て投入の質、量、タイミングは
適切か。

成果の達
成度

プロジェクト目標とミャンマー側
（ターゲット・グループ）のニー
ズは一致しているか。

プロジェクト報告書
関連文書
インタビュー結果

プロジェクト目標は適切か。

プロジェクトのアプローチは適
切だったか。

プロジェク
ト目標の
達成予測

プロジェクト活動実績
関係者の意見

研修受講者の満足度
関係者の意見

因果関係

必要性

手段とし
ての妥当
性

他の機関等の協力関係はあるか。また協力内容の重複はないか。

日本の協力としての優位性は
あるか。

プロジェクト目標達成を阻害す
る要因はあるか。

効
率
性

有
効
性

優先度

プロジェクトのアウトプットはプ
ロジェクト目標達成に貢献して
いるか。

妥
当
性

成果は計画どおり達成しているか。阻害要因があるとすれば何か。

各成果の指標の設定水準は適切か。



大項目 小項目
評価項目

評価設問
判断基準・方法 必要なデータ 情報源 データ収集方法

関連情報
関係者の意見

報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

ミャンマー政府が標準手話の普及に関して
強いコミットメントを示しているか。

国家福祉政策における
計画
関係者の意見

その他上位目標達成に必要な活動はある
か。

上位目標の達成を阻害する要
因はあるか。

ろう者間、ろう者と聴者間でのコミュニケー
ションの促進促進を阻害する要因はある
か。

阻害要因の有無

標準手話技術の共有の有
無

ろう学校での活用実績

他地域での研修実施計画
の有無

正負の効果・影響の有無

標準手話の普及は福祉政策上の優先課
題として位置づけられ続けるか。

標準手話に係る政策レ
ベルの計画、戦略

DSWはプロジェクト終了後の研修の継続、
他地域への研修の展開に係る戦略をもっ
ているか。

戦略、計画の有無 標準手話研修に係る
計画、戦略

教材作成及び研修運営管理がタスク
フォース及びファシリテーターの主要な業
務として定着しているか。

関係機関の組織体制

教材作成及び研修実施に関係するタスク
フォース、ファシリテーターの役割分担は明
確になっているか。

関係者の意見

教材作成及び研修実施に必要となる設
備、機材は適切に維持管理されているか。

機材の維持管理状況

研修の継続に必要な財源は確
保されているか。

DSWに研修を継続していくための財源は確
保されているか。

財務状況

タスクフォース及びファシリテーターに手話
教材作成及び研修運営管理する能力が十
分に備わっているか。

タスクフォース及びファシリテーターが手話
教材及び研修関連活動に関してオーナー
シップをもっているか。

研修参加者の標準手話教材、研修内容に
関する満足度が高いか。

研修参加者が目標としている標準手話に
関わる知識、技能を修得したか。

社会・文
化・環境
面

阻害要因の有無 関係者の意見 報告書
インタビュー結果

PDM
報告書
インタビュー結果

標準手話教材作成、研修の運
営管理を担う組織は維持され
るか。

関係者の意見 報告書
関連文書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

報告書
関連文書
質問票の回答
インタビュー結果

イ
ン
パ
ク
ト

上位目標以外の正負の効果・影響があるか。

上位目標
の達成見
込み

上位目標達成に必要なプロ
ジェクト以外の要因が満たされ
る可能性は高いか。

投入・成果の実績、活動の状況から、上位目標の達成の可能性は高い
か。上位目標とプロジェクト目標は乖離していないか。

標準手話研修受講生から未受講生への手話技術の共有はなされている
か。

そ
の
他

研修内容は参加者の技術レベ
ル、ニーズにあっているか。

自
立
発
展
性

政策・制
度面

持続的効果を阻害する要因はあるか

ろう者の社会参加を促進する
ための政府政策が変わらな
い。（上位目標への外部条件）

組織・財
政面

技術面 タスクフォース及びファシリテー
ターの能力開発は十分に行わ
れているか。

軌道修正
の必要性

波及効果

ドキュメントレビュー
インタビュー

報告書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
インタビュー

報告書
関連文書
質問票の回答
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

報告書
関連文書
インタビュー結果

ドキュメントレビュー
質問票
インタビュー

投入・活動・アウトプットの内容を軌道修正する必要があるか。

ろう学校教師は研修で習得した手話技術を学校において活用しているか。

ヤンゴンとマンダレー以外の地域において、研修が実施される可能性は高
いか。

関係者の意見

関連情報

今後、留意していかなければならないことは何か。
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改定案 理由

上位目標
ろう者の社会参加促進のため、社会福祉行政官とろう者コミュニ
ティ及びその他プロジェクト関係者により、全国にミャンマー手
話が普及する。

プロジェクトではミャンマー手話の普及をめざして
おり、その結果としてプロジェクト終了後にミャン
マー手話を身に付けたろう者の社会参加が促進され
るという記述。

指標 なし

1.全国のミャンマー手話研修の参加者の満足度が５段階の４以上
と評価される
2.全国のミャンマー手話研修の参加者の理解度が５段階の４以上
と評価される
3.全国のミャンマー手話研修の参加者のろう者に関する理解度が
５段階の４以上と評価される

ミャンマー手話が普及した状況を測定する指標を設
定。

プロジェ
クト目標

社会福祉行政官とろう者コミュニティ及びその他プロジェクト関
係者が共同でミャンマー手話を普及する体制が強化される。

行政官とろう者の共同活動の強化はプロジェクト実
施上の手段であり、プロジェクトの活動を考える
と、ミャンマー手話の普及体制の構築が目的とな
る。

指標
1.共同で実施した活動と内容の数
2.協力が促進された事例

1.共同で実施した活動と内容の数
2.協力が促進された事例
3.タスクメンバーの標準手話教材の作成・評価・改定にかかわる
知識、技術の向上
4.タスクメンバー、ファシリテーターの標準手話研修の実施・評
価にかかわる知識、技術の向上

ミャンマー手話普及体制の構築を測定する指標とし
て3、4を追加する。

成果1
タスクフォースがミャンマー手話教材及び手話研修を評価する技
術を習得する。

社会福祉局、ろう者組織、ろう学校が標準手話教材語彙編を評価
するタスクフォースを選出する。（ヤンゴン・マンダレーよりろ
う者各6名、ヤンゴン・マンダレーのろう学校より庁舎の教師各3
名、社会福祉局2名）

社会福祉局、ろう者組織、ろう学校がミャンマー手話教材と研修
を評価するタスクフォースを選出する。（ヤンゴン・マンダレー
よりろう者各6名、ヤンゴン・マンダレーのろう学校より聴者の
教師各3名、社会福祉局より2名）

日本もしくは第三国からの専門家がタスクフォースに対し、標準
手話教材語彙編評価に係るトレーニングを実施する。

日本もしくは第三国からの専門家がタスクフォースに対し、ミャ
ンマー手話教材と研修の評価に係る研修を実施する。

タスクフォースが標準手話教材語彙編を評価する。 タスクフォースがミャンマー手話教材を評価する。

タスクフォースが標準手話教材語彙編の将来的な改定に向けた計
画を策定する。

タスクフォースがミャンマー手話教材についての評価報告書を作
成し共有する。

タスクフォースがミャンマー手話研修を評価する。

タスクフォースがミャンマー手話研修の評価報告書を作成し共有
する。

指標
1-1.標準手話教材語彙編用の評価レポートの作成
1-2.標準手話教材語彙編用の改定計画の策定

1-1.タスクフォースがミャンマー手話会話集と研修の評価ツール
を作成する。
1-2.タスクフォースによる評価報告書の作成数
1-3.評価報告書の結果が反映された事例

成果2
ミャンマー手話会話集がろう者コミュニティの主導により作成さ
れる。

タスクフォースが標準手話教材文法編作成の計画をつくる。 タスクフォースがミャンマー手話会話集作成の指針をつくる。 英文表記に合わせた変更

タスクフォースが標準手話教材文法編を作成する。 タスクフォースがミャンマー手話会話集を作成する。

 JCCが2-2の標準手話教材文法編を承認する。 JCCが2-2のミャンマー手話会話集を承認する。

標準手話教材文法編を作成・配布する。 ミャンマー手話会話集を製本・配布する。

指標
2-1.標準手話教材文法編の作成
2-2.ろう者が教材作成活動に参加した事例

2-1.ミャンマー手話会話集の作成
2-2.タスクフォースのミャンマー手話会話集に対する満足度が５
段階の４以上と評価される
2-3.ミャンマー手話会話集の配布数

ミャンマー手話教材の配布状況及び教材の質にかか
わる指標を追加する。

成果3
タスクフォース、ファシリテーターがミャンマー手話教材に基づ
き、手話指導の技術を習得する。

プロジェクトにおいてミャンマー手話を指導する役
割を担う関係者の研修実施能力の向上に絞り込む形
にする。

タスクフォースが語彙編と文法編を活用した標準手話研修の計画
をつくる。

タスクフォースがミャンマー手話研修の計画を策定する。

社会福祉局、ヤンゴン・マンダレーのろう者組織及びろう学校が
ファシリテーターを選出する。（タスクフォースのメンバー及び
ろう者数名を追加する。）

社会福祉局、ヤンゴン・マンダレーのろう者組織及びろう学校が
ファシリテーターを選出する

日本もしくは第三国からの専門家がファシリテーターに対し、手
話教授法に関するトレーニングを実施する。
（2～4週間）

日本もしくは第三国からの専門家がタスクフォースとファシリ
テーターに対し、手話教授法に関するトレーニングを実施する。

トレーニング対象者としては、タスクフォースも含
める。

ファシリテーターはろう者に対する標準手話トレーニングを実施
する。（5時間×5日）

タスクフォースとファシリテーターはミャンマー手話研修の指導
計画と教材を作成する

より具体的な活動内容に修正

ファシリテーターはろう者の家族に対する標準手話トレーニング
を実施する。（5時間×5日）

タスクフォースとファシリテーターがミャンマー手話研修を実施
する。

より具体的な活動内容に修正

ファシリテーターはろう学校教師に対する標準手話トレーニング
を実施する。（5時間×5日）

指標
3-1.標準手話（SSL)研修を受講したろう者とその家族、手話通訳
候補者、ろう学校教師数

3-1.タスクフォースによるミャンマー手話研修の指導計画
3-2.参加者の指導に関する知識についての満足度が５段階の４以
上と評価される
3-3.参加者の教材についての満足度が５段階の４以上と評価され
る

指導者によって実施された研修の質にかかわる指標
として設定する。

成果4 ろう者に関するコミュニティ（一般市民）の意識が向上する。

ファシリテーターが啓発活動の計画をつくる。
タスクフォースがミャンマー手話研修（州レベル）の内容を策定
する。

ファシリテーターが啓発活動に必要な資料を作成する。 社会福祉局が州研修実施のための運営委員会を設置する。

ファシリテーターがソーシャルワーカーを対象にワークショップ
を実施する。
　(ヤンゴンとマンダレーで各1～2回）

社会福祉局とタスクフォースがミャンマー手話研修（州レベル）
の実施計画を策定する。

ファシリテーターが一般校教師・生徒を対象にワークショップを
実施する。
（ヤンゴンとマンダレーで各1～2回）

社会福祉局が州の担当者を選出する。

ファシリテーターがローカル・国際NGOを対象にワークショップ
を実施する。
(ヤンゴンとマンダレーで各1～2回）

社会福祉局とタスクフォース、ファシリテーターが州の担当者を
対象にしたミャンマー手話研修（州レベル）に関するセミナーを
実施する。

ファシリテーターがろう者と上記ワークショップ参加者が交流す
るイベントを実施する。（ヤンゴンとマンダレーで各1回）

社会福祉局、タスクフォース、ファシリテーターがミャンマー手
話研修（州レベル）を実施する。

指標 4-1.ワークショップの開催数、参加人数
4-1.州レベルで実施するミャンマー手話研修の開催数と参加人数
4-2.州レベルで実施するミャンマー手話研修の参加者のろう者に
ついての理解度が５段階の４以上と評価される。

啓発活動による直接的な成果指標として、ワーク
ショップ開催数、参加人数に加えて、意識向上も指
標とする。

活動の具体化に伴い、記述内容を修正。

4-6

ミャンマー「社会福祉行政官育成（ろう者の社会参加促進）プロジェクト」中間レビュー調査
PDMの改訂検討（比較表）

3-6

4-1

4-2

4-3

3-2

3-3

2-4

3-1

4-4

4-5

ろう者とその家族、手話通訳候補者、ろう学校教師が標準手話を習得す
る。

ろう者に関するコミュニティ（一般市民）の意識が向上する。

3-4

3-5

ヤンゴンとマンダレーにおいてろう者の社会参加が促進される。

社会福祉行政官とろう者コミュニティが共同で活動を計画・実施する協力
関係が強化される。

現行PDM

1-1

ろう者コミュニティが既存の標準手話教材語彙編を評価する能力を習得す
る

語彙編の評価能力向上にかかわる活動に限定するの
ではなく、プロジェクトで作成する会話集と教材の
継続した改定・開発のための関係者の能力強化を目
的とし、その成果を計る指標を設定する。

標準手話教材文法編がろう者コミュニティの主導により作成される。

2-2

2-3

1-5

1-6

1-2

1-3

1-4

2-1

【用語の変更】
　標準手話（SSL)⇒ミャンマー手話：　各国の手話の呼称としては、より一般的である分かりやすい表記に変更した。
　標準手話教材文法編⇒ミャンマー手話会話集

【新出用語】
　ミャンマー手話教材：プロジェクトで作成したミャンマー手話会話集とDVD＆VCD
　ミャンマー手話研修：成果3の指導者育成の一環（実習目的）としての手話研修と、成果4のろう者理解と手話認知の促進のための啓発目的の研修の両者を含む研修
　州研修実施のための運営委員会：州レベルで行う研修に関して計画・運営管理を行う組織として本局に設置する委員会

Administrator
３．PDMの改訂検討（比較表）
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